
東海再処理施設の廃止措置計画変更認可申請対応等について 

令和 4年 8月 2日 

再処理廃止措置技術開発センター 

〇令和 4年 8月 2日 面談の論点 

 ガラス固化技術開発施設(TVF)における固化処理状況について

 工程洗浄の状況について

 高放射性廃液貯蔵場(HAW)及びガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発

棟の安全対策に係る性能維持施設について(資料 1)

 高放射性廃液貯蔵場の空気圧縮機(272K64)のブロワ部の分解点検結果等について

(資料 2)

 東海再処理施設安全監視チーム第 66回会合資料について

・TVFにおける固化処理状況について(資料 3-1)

・工程洗浄の進捗状況について(資料 3-2)

・核燃料サイクル工学研究所再処理施設に係る廃止措置計画変更申請書（令和 4

年 6 月 30 日申請）の概要について(資料 3-3)

・高放射性廃液貯蔵場(HAW)及びガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術

開発棟の火災防護対策の取り組み状況について(資料 3-4)

 その他

以上 
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高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の 

安全対策に係る性能維持施設について 

令和 4年 8月 2日 

再処理廃止措置技術開発センター 

1. はじめに

高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の

安全対策については，令和 2年 5月 29日（令和 2年 7月 10日認可），令和 2年 8月 7日（令

和 2年 9月 25日認可），令和 2年 10月 30日（令和 3年 1月 14日認可），令和 3年 2月 10日

（令和 3 年 4 月 27 日認可），令和 3 年 6 月 29 日（令和 3 年 10 月 5 日認可），令和 3 年 9 月

30 日（令和 4 年 3 月 3 日認可）の変更認可申請においてすべて申請を行い認可を得たため，

これらの新たに設けるとした安全対策施設及び過去に緊急安全対策として配備したが改めて

事故対処設備として位置づけを改めた施設（以下，安全対策施設という。）について，令和 3

年 6月 29日（令和 3年 10 月 5日認可）及び令和 4年 6月 30日の変更認可申請において廃止

措置期間中に性能を維持すべき施設（性能維持施設）として明確化し，今後，適切に維持・

保全を行うこととした。 

別添資料に，これまでに申請した安全対策施設に係る性能維持施設を整理して示す。これ

らのうち，「火災に対する損傷の防止に係る性能維持施設」及び「溢水に対する損傷の防止に

係る性能維持施設」については令和 4 年 6 月 30 日の変更認可申請で新たに追加したもの，

「事故対処設備に係る性能維持施設」については令和 3年 6月 29日に申請済みであるが，令

和 3 年 9 月 30 日の変更申請で示したアクセスルートの改善内容に基づき令和 4 年 6 月 30日

の変更認可申請で更新したものである。 

2. 安全対策施設に係る性能維持施設の選定の考え方

令和 4年 6月 30 日の変更認可申請において追加した性能維持施設の選定の考え方は，令和

3 年 6 月 29 日（令和 3 年 10 月 5 日認可）の変更認可申請に示した考え方と基本的に同じで

ある。その考え方の概要は以下のとおりである。 

〇 変更認可申請書における安全性の説明において，安全性の確保のためにその施設の機能

を前提としたもののうち，性能維持のために保全活動（日常的な巡視・定期的な点検等）

が必要とされるものを性能維持施設とする。 

したがって，以下に示すように，性能の維持のために頻繁かつ定期的な保全活動（日常

的な巡視・定期的な点検による機能維持状態の確認や保守作業）を必要としないものは

除外する。 

A.恒設設備のうち，静的な機能のみを持つもので，かつ使用環境の影響による劣化や

経年劣化を受けにくく※1，さらに設計寿命を保証するために頻繁な保全を要しな

いもの（貯槽，配管等）。

【資料１】
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なお，事故対処に用いる仮設あるいは可搬型の設備については，静的な機能のみで

あっても，供用時に保管場所から運搬して組み立て等の作業を要するものは定期

的な確認が必要なことから性能維持施設の対象とする。 

※1 屋外にあって自然環境等による風化・劣化を受ける構造物（例：建家，浸水防止扉，津波

漂流物防護柵）は性能維持施設の対象とする。なお，防火帯については構造上の特徴から

「施設」に分類できないと考えたため性能維持施設とはしないが，火災防護計画に基づいて

その管理の方法について定め，適切な運用を行う。 

B.資機材や予備品，消耗品に該当するもの。

C.電気事業法，消防法※2，高圧ガス保安法，建築基準法，労働安全衛生法，クレーン

等安全規則等の一般の法令で検査が義務付けられているもの（管理の重複の排除）。

これらの法令に基づいて検査を行う設備や，その他，自主的に検査を行うとした施

設については「運転及び保守の管理規則」に基づいて定期的に検査を行う。

※2 既設消火設備及び照明設備についてはこれまでも消防法等に基づく法令点検を行って機能

の維持・保全を行っていたが，令和 3 年 6 月 29 日（令和 3 年 10 月 5 日認可）の申請で示

した「別添 6-1-1-6 再処理施設の火災防護対策の基本的考え方」に従って東海再処理施設

における火災防護計画を作成したことに伴い，既設消火設備及び照明設備についても性能

維持施設に加えることとした。なお，策定した火災防護計画は高放射性廃液貯蔵場（HAW）

及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟以外の施設も対象としているこ

とから，それらのその他施設の既設消火設備等も統一的に性能維持施設に位置付けること

とした。 

以上 
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別添資料 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の 

安全対策に係る性能維持施設の一覧 

1. 性能維持施設の申請時期

安全対策に係る性能維持施設の申請時期は次表の通りである。下線部については令和 4 年

6月 30日に追加申請した項目であり，これにより一連の安全対策に係る性能維持施設は全て

追加した。 

安全対策 性能維持施設を申請した廃止措置計画申請 

地震による損傷の防止 ・平成 29 年 6 月 30 日申請（平成 30 年 2 月 28日及び平成 30 年 6月 5 日一部補正，

平成 30 年 6月 13 日認可）

津波による損傷の防止 ・既設設備（緊急安全対策設備）については平成 29 年 6 月 30 日申請（平成 30 年 2

月 28日及び平成 30年 6 月 5日一部補正，平成 30年 6 月 13 日認可）

・新規設置設備については令和 3年 6 月 29 日申請（令和 3年 10 月 5 日認可）

竜巻による損傷の防止 ・令和 3年 6月 29日申請（令和 3年 10月 5 日認可）

火災等による損傷の防止 ・令和 4年 6月 30日申請

溢水による損傷の防止 ・令和 4年 6月 30日申請

制御室の居住性維持 ・令和 3年 6月 29日申請（令和 3年 10月 5 日認可）

事故対処 ・既配備設備（緊急安全対策設備）については平成 29 年 6 月 30 日申請（平成 30 年

2月 28日及び平成 30年 6 月 5日一部補正，平成 30年 6月 13日認可）

・新規配備設備については令和 3年 6 月 29 日申請（令和 3年 10 月 5 日認可）

・アクセスルートの改善に伴う更新について令和 4 年 6月 30 日申請
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2. 地震による損傷の防止に係る性能維持施設

地震による損傷の防止に係る性能維持施設としては，表 1に示す通り，静的設備であるが

屋外にあって風化等による劣化をうける高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固化技術開発棟，第二付属排気筒，主排気筒の建家・構築物を性能維持施

設として重点的な保全の対象としている。 

このうち，第二付属排気筒及び主排気筒については，廃止措置計画用設計地震動に対する

耐震補強工事を実施している。（主排気筒の耐震補強工事は高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟に対する波及的影響の防止を目的とし

ている。） 

表 1 地震による損傷の防止に係る性能維持施設 

設備名称等 参照先申請書

高放射性廃液貯蔵場

（HAW） 
建家・構築物

【既設】

・添付資料 6-1-2-3-2 高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家の地震

応答計算書（令和 2 年 5 月 29 日 申請）

・性能維持施設の追加：平成 29 年 6 月 30 日 申請（平成 30 年

2 月 28 日及び平成 30 年 6 月 5 日一部補正） 
ガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固

化技術開発棟

建家・構築物

【既設】

・添付資料 6-1-2-5-2 ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固

化技術開発棟建家の地震応答計算書（令和 2 年 8 月 7 日 申
請）

・性能維持施設の追加：平成 29 年 6 月 30 日 申請（平成 30 年

2 月 28 日及び平成 30 年 6 月 5 日一部補正） 
主排気筒 建家・構築物

【耐震補強実施】

・別冊 1-20 主排気筒の耐震補強工事（令和 2 年 10 月 30 日申

請）

・性能維持施設の追加：平成 29 年 6 月 30 日 申請（平成 30 年

2 月 28 日及び平成 30 年 6 月 5 日一部補正） 
第二付属排気筒 建家・構築物

【耐震補強実施】

・添付資料 6-1-2-5-4 第二付属排気筒の地震応答計算書（令

和 2 年 8 月 7 日 申請）

・別冊 1-15 第二付属排気筒及び排気ダクト接続架台の耐震補

強工事（令和 2 年 8 月 7 日申請）

・性能維持施設の追加：平成 29 年 6 月 30 日 申請（平成 30 年

2 月 28 日及び平成 30 年 6 月 5 日一部補正） 
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3. 津波による損傷の防止機能

津波による損傷の防止については，表 2に示す通り，廃止措置計画用設計津波に対して高

放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の内部

が浸水しないようするための施設として，それらの建家及び浸水防止扉等があるがこれらは

静的設備であるものの屋外にあって風化等による劣化を受けることから性能維持施設として

重点的な保全の対象としている。また，それらの建家外壁に大型の漂流物が衝突するのを防

止するために設ける津波漂流物の影響防止施設として，津波漂流物防護柵（押し波用・引き

波用），スイングゲート，分精製工場（MP）建家も屋外土木構造物であることから性能維持施

設としている。 

津波の遡上状況の監視施設として屋外監視カメラとその映像をガラス固化技術開発施設

（TVF）ガラス固化技術開発棟の制御室で監視できるようにするために整備する制御室パラメ

ータ監視・津波監視システムは動的設備であって性能維持のために定期的な点検を行うべき

ものであるから性能維持施設としている。 

なお浸水防止扉や閉止板，延長ダクトは過去に緊急安全対策として設置されたものであっ

て，初回の廃止措置計画認可申請時（平成 29年 6月 30日 申請（平成 30年 2月 28日及び平

成 30 年 6 月 5 日一部補正））に一律的に性能維持施設として定めている。これらのもののう

ち，廃止措置計画用設計津波の浸水最高水位より高い位置に設置されたものは表 2に含まれ

ていないが，施設の保安水準の向上に資することから，これまでと同様に性能維持施設とし

ての位置づけを維持する。 

表 2 津波による損傷の防止に係る性能維持施設 

設備名称等 参照先申請書

高放射性廃液貯蔵場

（HAW） 
建家・構築物

【一部補強実施】

・別添 6-1-3-1 再処理施設の津波影響評価に関する説明書「再

処理施設の津波影響評価」（令和 2 年 5 月 29 日 申請）

・添付資料 6-1-3-2-3 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の外壁の補

強について（令和 2 年 5 月 29 日及び令和 2 年 8 月 7 日 申
請）

・別冊 1-14 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の耐津波補強工事（令

和 2 年 8 月 7 日 申請） 
・性能維持施設の追加：平成 29 年 6 月 30 日 申請（平成 30 年

2 月 28 日及び平成 30 年 6 月 5 日一部補正） 
浸水防止扉

【既設（図 1）】 
HAW-1 
HAW-2 
HAW-3 

・別添 6-1-3-1 再処理施設の津波影響評価に関する説明書「再

処理施設の津波影響評価」（令和 2 年 5 月 29 日 申請）

・別添 6-1-3-2 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の廃止措置計画

用設計津波に対する津波影響評価に関する説明書（令和 2 年

5 月 29 日 補正申請，令和 2 年 8 月 7 日 申請）

・性能維持施設の追加：平成 29 年 6 月 30 日 申請（平成 30 年

2 月 28 日及び平成 30 年 6 月 5 日一部補正） 
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設備名称等 参照先申請書

ガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固

化技術開発棟

建家・構築物

【一部補強実施】

・別添 6-1-3-1 再処理施設の津波影響評価に関する説明書「再

処理施設の津波影響評価」（令和 2 年 5 月 29 日 申請）

・別添 6-1-3-3 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技

術開発棟の廃止措置計画用設計津波に対する津波影響評価

に関する説明書（令和 2 年 8 月 7 日 申請）

・別冊 1-29 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術

開発棟の耐津波補強工事（令和 3 年 6 月 29 日 申請）

・性能維持施設の追加：平成 29 年 6 月 30 日 申請（平成 30 年

2 月 28 日及び平成 30 年 6 月 5 日一部補正） 
浸水防止扉

【一部補強実施

（図 2）】 

開発棟 1（電動） 
開発棟 2 
開発棟 3 
開発棟 4（電動） 
開発棟 6 
開発棟 7 
開発棟 10 

・別添 6-1-3-1 再処理施設の津波影響評価に関する説明書「再

処理施設の津波影響評価」（令和 2 年 5 月 29 日 申請）

・別冊 1-35 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術

開発棟の浸水防止扉の耐津波補強工事（令和 3 年 9 月 30 日

申請（令和 3 年 12 月 1 日 一部補正））

・性能維持施設の追加：平成 29 年 6 月 30 日 申請（平成 30 年

2 月 28 日及び平成 30 年 6 月 5 日一部補正） 
閉止板

【既設（図 2）】 
開発棟 9 

その他，延長ダク

ト等の浸水防止設

備【既設（図 2）】 

開発棟 5 
開発棟 8 

分離精製工場（MP） 建家・構築物

【既設】

・別添 6-1-3-1 再処理施設の津波影響評価に関する説明書「再

処理施設の津波影響評価」（令和 2 年 5 月 29 日 申請）

・別冊 1-24 津波漂流物防護柵の設置工事（令和 3 年 2 月 10 日 
申請）

・性能維持施設の追加：平成 29 年 6 月 30 日 申請（平成 30 年

2 月 28 日及び平成 30 年 6 月 5 日一部補正） 
津波漂流物防護柵

【新規（図 3）】 
・別添 6-1-3-1 再処理施設の津波影響評価に関する説明書「再

処理施設の津波影響評価」（令和 2 年 5 月 29 日 申請）

・別冊 1-24 津波漂流物防護柵の設置工事（令和 3 年 2 月 10 日 
申請）

・性能維持施設の追加：令和 3 年 6 月 29 日 申請

津波漂流物防護柵（西側・引き波防護対策）

【新規（図 4）】 
・別添 6-1-3-1 再処理施設の津波影響評価に関する説明書「再

処理施設の津波影響評価」（令和 2 年 5 月 29 日 申請）

・別冊 1-27 津波漂流物防護柵（その 2）及び引き波による津

波漂流物侵入防止のための防護柵の設置工事（令和 3 年 6 月

29 日 申請）

・性能維持施設の追加：令和 3 年 6 月 29 日 申請

スイング式ゲート

【新規（図 5）】

屋外監視カメラ

【既設】

X-共-屋外監視カメ

ラ-001
・添付資料 6-1-3-2-2 屋外監視カメラについて（令和 2 年 5 月

29 日 申請）

・性能維持施設の追加：令和 3 年 6 月 29 日 申請

制御室パラメータ監視・津波監視システム

【新規（図 13）】 
・別冊 1-32 制御室パラメータ監視・屋外監視システムの設置

（令和 3 年 6 月 29 日 申請）

・性能維持施設の追加：令和 3 年 6 月 29 日 申請
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4. 竜巻による損傷の防止に係る性能維持施設

竜巻による損傷の防止に係る対策としては，表 3に示す通り，高放射性廃液貯蔵場（HAW）

及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の建家外壁の既設開口部（窓及び

扉）に対して竜巻飛来物が貫通しないように防護板等を設けることとしているが，これらは

静的な設備であるものの屋外にあって風化等による劣化を受けることから性能維持施設とし

て重点的な保全の対象としている。 

表 3 竜巻による損傷の防止に係る性能維持施設 

設備名称等 参照先申請書

高放射性廃液貯蔵場

（HAW） 
防護板 【新規（図

6～図 7）】 
防護板 HP-1 
防護板 HP-2 
防護板 HP-3 
防護板 HP-4 
防護板 HP-5 
防護板 HP-6 
防護板 HP-7 
防護板 HP-8 
防護板 HP-9 
防護板 HP-10 

・添付資料 6-1-4-4-5 設計飛来物に対する竜巻防護対策（開口

部の閉止措置）の概要（令和 2 年 8 月 7 日 申請）

・別冊 1-19 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の竜巻防護対策（令

和 2 年 10 月 30 日 申請）

・性能維持施設の追加：令和 3 年 6 月 29 日 申請

防護扉 【新規（図

6～図 7）】 
防護扉 HD-1 
防護扉 HD-2 

防護フード【新規

（図 6～図 7）】 
防護フード HH-1 

ガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固

化技術開発棟

防護板【新規（図 8
～図 9）】 

防護板 TP-1 
防護板 TP-2 
防護板 TP-3 
防護板 TP-4 
防護板 TP-5 
防護板 TP-6 
防護板 TP-7 
防護板 TP-8 
防護板 TP-9 
防護板 TP-10 
防護板 TP-11 
防護板 TP-12 
防護板 TP-13 
防護板 TP-14 
防護板 TP-15 
防護板 TP-16 
防護板 TP-17 
防護板 TP-18 
防護板 TP-19 
防護板 TP-20 
防護板 TP-21 
防護板 TP-22 

・添付資料 6-1-4-4-5 設計飛来物に対する竜巻防護対策（開口

部の閉止措置）の概要（令和 2 年 8 月 7 日 申請）

・別冊 1-30 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術

開発棟の竜巻防護対策（令和 3 年 6 月 29 日 申請）

・性能維持施設の追加：令和 3 年 6 月 29 日 申請

防護扉【新規（図 8
～図 9）】 

防護扉 TD-1 
防護扉 TD-2 
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設備名称等 参照先申請書

ガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固

化技術開発棟

防護フード【新規

（図 8～図 9）】 
防護フード TH-1 
防護フード TH-2 
防護フード TH-3 
防護フード TH-4 
防護フード TH-5 
防護フード TH-6 
防護フード TH-7 
防護フード TH-8 
防護フード TH-9 
防護フード TH-10 
防護フード TH-11 
防護フード TH-12 
防護フード TH-13 
防護フード TH-14 
防護フード TH-15 
防護フード TH-16 
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5. 火災等による損傷の防止に係る性能維持施設

高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟に

おける内部火災による損傷の防止に関して，火災防護審査基準に基づき「火災の発生防止」，

「火災の感知及び消火」並びに「火災の影響軽減」を講じることとしている。 

これらの対策のうち，定期的な検査・保守を必要とするものとして，既設の自動火災報知

設備，検知の多様性の観点から新たに設置する自動火災報知設備，熱感知カメラ，パッケー

ジ式ハロゲン化物自動消火設備を性能維持施設とする（表 4）。加えて，従来からも消防法等

に基づく検査を行って適切に機能の維持・保全を行っていた消火器，消火栓（屋内・屋外），

非常灯及び誘導灯についても改めて火災等による損傷の防止に係る性能維持施設と位置付け

るものとした。 

また，高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開

発棟の重要な安全機能を担う設備のうち，一部の機器については設置場所の状況（既設の配

管やダクトとの干渉，機器の保守エリアの確保が困難等）から，火災防護審査基準に沿った

対応が不十分なため，万一，火災が発生した場合においても，再処理施設の廃止措置を進め

る上で想定される事故である蒸発乾固に至ることのないよう，崩壊熱除去機能の喪失から蒸

発乾固事象に至るまでの時間余裕の中で予備ケーブルや事故対処設備によって重要な安全機

能を回復することで，再処理技術基準規則に照らして十分な保安水準を確保するとしている。

これらの代替策で使用する予備ケーブルは可搬型設備であることから性能維持施設として管

理することとした。 

なお，高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開

発棟以外の施設の既設消火設備及び照明設備についてはこれまでも消防法等に基づく法令点

検を行って機能の維持・保全を行っていたが，今回の火災防護計画の策定に合わせて性能維

持施設に加えることとした。 
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表 4 火災等による損傷の防止に係る性能維持施設 

設備名称等 参照先申請書

高放射性廃液貯蔵場

（HAW） 
消火設備

【一部追加設置】 
自動火災報知設備 ・別添 6-1-1-6 高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技

術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の内部火災対策につ

いて（令和 3 年 6 月 29 日 申請）

・別冊 1-37 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の火災防護対策に係

る設備の設置（令和 3 年 9 月 30 日 申請）

・性能維持施設の追加：令和 4 年 6 月 30 日 申請

熱感知カメラ

消火器

消火栓（屋内・屋外） 
パッケージ型ハロゲ

ン化物自動消火設備

照明設備 非常灯及び誘導灯

予備ケーブル※

（火災防護にお

ける代替策用）

【一部追加配備】 

K-P3061/P3062
D- P3061/P3062
K-K63/K64
D- K63/K64
K-K463/K464
D- K463/K464
K-P8161/P8162
D- P8161/P8162
K-H81/H82
D-H81/H82
K-P761/P762
D- P761/P762
K-エアスニファ

D-エアスニファ

K-排気モニタ

D-排気モニタ

K-無停電電源装置

D-無停電電源装置

K-計装盤

D-計装盤

・添付資料 6-1-1-6-3 火災防護における代替策の有効性につい

て（令和 3 年 6 月 29 日 申請）

・別冊 1-37 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の火災防護対策に係

る設備の設置（令和 3 年 9 月 30 日 申請）

・性能維持施設の追加：令和 4 年 6 月 30 日 申請

ガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固

化技術開発棟

消火設備

【一部追加設置】 
自動火災報知設備 ・別添 6-1-1-6 高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技

術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の内部火災対策につ

いて（令和 3 年 6 月 29 日 申請）

・別冊 1-38 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術

開発棟の火災防護対策に係る設備の設置（令和 3 年 9 月 30
日 申請（令和 3 年 12 月 1 日一部補正））

・性能維持施設の追加：令和 4 年 6 月 30 日 申請

熱感知カメラ

消火器

消火栓（屋内・屋外） 
パッケージ型ハロゲ

ン化物自動消火設備

照明設備 非常灯及び誘導灯

予備ケーブル※

（火災防護にお

ける代替策用）

【一部追加配備】 

D-H20/H21
K-H20/H21
D-D41/D42
K-D41/D42
D-P32/P42
K-P32/P42
D-K50/K51
D-K60/K61
D-P12/P22
K-P12/P22
D-K10/K20
K-K10/K20
D-CP
K-CP
D-CPV
D-H10/20

・添付資料 6-1-1-6-3 火災防護における代替策の有効性につい

て（令和 3 年 6 月 29 日 申請）

・別冊 1-38 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術

開発棟の火災防護対策に係る設備の設置（令和 3 年 9 月 30
日 申請（令和 3 年 12 月 1 日一部補正））

・性能維持施設の追加：令和 4 年 6 月 30 日 申請

※ D- は商用電源から給電を受ける動力電源盤と対象機器を接続するための予備ケーブル，K- は電源車から給電するための緊

急接続電源盤と対象機器を接続するための予備ケーブル
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6. 溢水による損傷の防止に係る性能維持施設

高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟に

おける内部火災による損傷の防止に関して没水影響防止，被水影響防止，蒸気影響の防止に

係る対策を講じることとしている。 

これらの対策のうち，動的な機能を持つことから定期的な検査・保守を必要とするものと

して，ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟に設置する漏えい検知装置及び

蒸気遮断弁を性能維持施設とした（表 5）。 

表 5 溢水による損傷の防止に係る性能維持施設 

設備名称等 参照先申請書

ガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固

化技術開発棟

漏えい検知装置

【新規（図 10）】 
TVF-01 
TVF-02 
TVF-03 
TVF-04 
TVF-05 
TVF-06 
TVF-07 
TVF-08 
TVF-09 
TVF-10 
TVF-11 

・別添 6-1-6-1 高放射性廃液貯蔵場(HAW)及びガラス固化技術

開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の内部溢水対策につい

て（令和 3 年 6 月 29 日 申請）

・別冊 1-40 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術

開発棟の内部溢水対策に係る設備の設置（令和 3 年 9 月 30
日 申請（令和 3 年 12 月 1 日一部補正））

・性能維持施設の追加：令和 4 年 6 月 30 日 申請

蒸気遮断弁

【新規（図 11）】 
TVF-01 
TVF-02 
TVF-03 

・補足説明資料 8 ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技

術開発棟 配管分岐室(A024 及び A025)のトランスミッタラ

ックに係る蒸気漏えい対策について（令和 3 年 6 月 29 日 申
請）

・別冊 1-40 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術

開発棟の内部溢水対策に係る設備の設置（令和 3 年 9 月 30
日 申請（令和 3 年 12 月 1 日一部補正））

・性能維持施設の追加：令和 4 年 6 月 30 日 申請
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図 11 蒸気遮断弁の設置場所の概要 

（別冊 1-40 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の内部溢水対策に係る設備の設

置（令和 3 年 9 月 30 日 申請（令和 3 年 12 月 1 日一部補正））より） 
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7. 制御室の居住性維持に係る性能維持施設

地震，津波，竜巻，外部火災等の外部事象の発生を想定し，そのような場合においても運

転員が制御室にとどまり高放射性廃液の蒸発乾固の発生防止に係る重要なパラメータの監視

や外部環境の監視（津波の遡上状況の監視等）が行えるようにガラス固化技術開発施設（TVF）

ガラス固化技術開発棟の制御室に対し居住性維持のための対策を講じる。制御室の居住性維

持に係る性能維持施設としては，表 3に示す通り，動的な機能を持つものとして，外部環境

の有毒ガス等を制御室内部に取り込まないようにするための設備及び高放射性廃液貯蔵場

（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の高放射性廃液を扱う貯

槽等の温度，分離精製工場（MP）の屋上に設置した津波監視カメラの映像を監視するための

システムを性能維持施設としている。

表 6 制御室の居住性維持に係る性能維持施設 

設備名称等 参照先申請書

ガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固

化技術開発棟

制御室換気用仮設

送風機

【新規（図 12）】 

X-G-仮設送風機-001
X-G-仮設送風機-002

・添付資料 6-1-10-1-3 再処理施設の制御室の安全対策につ

いて（令和 2 年 10 月 30 日 申請）

・別冊 1-17 ガラス固化技術開発施設（TVF）制御室の安全対

策（令和 2 年 10 月 30 日 申請） 
・性能維持施設の追加：令和 3 年 6 月 29 日 申請

制御室除熱用仮設

スポットクーラ

【新規（図 12）】

X-G-仮設クーラ-001
X-G-仮設クーラ-001

フィルタユニット

【新規（図 12）】

X-G-フィルタ 1-1
X-G-フィルタ 1-2
X-G-フィルタ 1-3
X-G-フィルタ 1-4
X-G-フィルタ 2

仮設ダクト【新規（図 12）】 
接続ダクト（吸込側）【新規（図 12）】 
接続ダクト（吐出側）【新規（図 12）】 
接続パネル

【新規（図 12）】 
X-G-接続パネル-1
X-G-接続パネル-2

隔離弁

【新規（図 12）】 

X-G-隔離弁-1
X-G-隔離弁-2
X-G-隔離弁-3
X-G-隔離弁-4
X-G-隔離弁-5

環境用測定装置

【新規（図 12）】 
X-G-環境用測定装置

-001
制御室パラメータ監視・津波監視システム

【新規（図 13）】 
・添付資料 6-1-10-1-3 再処理施設の制御室の安全対策につ

いて（令和 2 年 10 月 30 日 申請）

・別冊 1-32 制御室パラメータ監視・屋外監視システムの設

置（令和 3 年 6 月 29 日 申請）

・性能維持施設の追加：令和 3 年 6 月 29 日 申請
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図 12 ガラス固化技術開発施設（TVF）制御室の居住性維持の対策 

（別冊 1-17 ガラス固化技術開発施設（TVF）制御室の安全対策（令和 2 年 10 月 30 日 申請）よ

り）
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図 13 制御室パラメータ監視・津波監視システムの構成 

（別冊 1-32 制御室パラメータ監視・屋外監視システムの設置（令和 3 年 6 月 29 日 申請）より） 
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8. 事故対処に係る性能維持施設

地震，津波等の外部事象等によって高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施

設（TVF）ガラス固化技術開発棟において高放射性廃液の崩壊熱除去のために設置された恒設

設備の機能が失われた場合を想定し，そのような場合においても高放射性廃液が蒸発乾固に

至らないようにするための事故対処設備を設けることとしている。この事故対処設備は可搬

型設備で構成されることから，性能維持施設として位置づけて，定期的な点検を行ってその

機能の維持を行う（表 7）。 

性能維持施設とする事故対処設備については令和 3年 6月 29日（令和 3年 10月 5日認可）

に申請済みであるが，令和 3年 9月 30日にプルトニウム転換技術開発施設（PCDF）管理棟駐

車場における事故対処設備の設置工事に関する申請を行った際に，可搬型貯水設備を分散配

置するとした南東地区からプルトニウム転換技術開発施設（PCDF）管理棟駐車場までのアク

セスルートの改善のために一部の設備を拡充したことから，別紙のとおり系統構成を再確認

し性能維持施設とする事故対処設備を更新した。 

なお，過去に緊急安全対策として配備された可搬型設備は初回の廃止措置計画認可申請時

（平成 29年 6月 30日 申請（平成 30年 2月 28日及び平成 30年 6月 5日一部補正））に一律

的に性能維持施設として定めている。これらのもののうち，高放射性廃液の蒸発乾固の発生

防止のための事故対処の有効性評価において使用していないもの（高線量対応防護服類やタ

ンクローリー，化学消防自動車等）は表 7に含まれていないが，施設の保安水準の向上に資

することから，これまでと同様に性能維持施設としての位置づけを維持する。 

表 7 事故対処に係る性能維持施設 

設備名称等 参照先申請書

高放射性廃液貯蔵場

（HAW） 
冷却塔

272H81 
272H82 

・添四別紙 1-1 事故対処の有効性評価

（令和 3 年 2 月 10 日 申請）

・別冊 1-18 高放射性廃液貯蔵場

（HAW）の事故対処に係る接続口の

設置（令和 2 年 10 月 30 日 申請）

・別冊 1-36 プルトニウム転換技術開

発施設（PCDF）管理棟駐車場におけ

る事故対処設備の設置工事（令和 3
年 9 月 30 日 申請）

・性能維持施設の追加：令和 3 年 6 月

29 日及び令和 4 年 6 月 30 日 申請

冷却水設備プロセ

ス用ポンプ（二次

系の送水ポンプ）

272P8160 
272P8161 

一次系の予備循環

ポンプ

(152 m3/h) 

272P3061 
272P3062 

組立水槽 X-H-組立水槽-001～003
エンジン付き

ポンプ
X-H-エンジン付きポンプ-001～005

消防ホース X-H-消防ホース-001～053
可搬型

冷却設備

X-H-可搬型冷却設備-001
X-H-可搬型冷却設備-002

可搬型冷却設備用

発電機
X-H-可搬型冷却設備用発電機-001

分岐管
X-H-分岐管（IN）-001
X-H-分岐管（OUT）-002

切換えバルブ
X-H-切換えバルブ（IN）-001～006
X-H-切換えバルブ（OUT）-001～006

二又分岐管 X-H-二又分岐管-001

可搬型蒸気

供給設備

(0.98 MPa) 

X-H-可搬型蒸気供給設備-001
X-H-可搬型蒸気供給設備-002
X-H-可搬型蒸気供給設備用発電機-001
X-H-蒸気用ホース-001～004
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設備名称等 参照先申請書

高放射性廃液貯蔵場

（HAW） 

可搬型

温度測定設備

X-H-可搬型温度測定設備-001A
X-H-可搬型温度測定設備-001B
X-H-可搬型温度測定設備-002A
X-H-可搬型温度測定設備-002B
X-H-可搬型温度測定設備-003A
X-H-可搬型温度測定設備-003B
X-H-可搬型温度測定設備-004A
X-H-可搬型温度測定設備-004B
X-H-可搬型温度測定設備-005A
X-H-可搬型温度測定設備-005B
X-H-可搬型温度測定設備-007
X-H-可搬型温度測定設備-008

可搬型

液位測定設備

X-H-可搬型液位測定設備-001
X-H-可搬型液位測定設備-002
X-H-可搬型液位測定設備-003
X-H-可搬型液位測定設備-004
X-H-可搬型液位測定設備-005
X-H-可搬型液位測定設備-006
X-H-可搬型液位測定設備-007
X-H-可搬型液位測定設備-008

可搬型

密度測定設備

X-H-可搬型密度測定設備-001
X-H-可搬型密度測定設備-002
X-H-可搬型密度測定設備-003
X-H-可搬型密度測定設備-004
X-H-可搬型密度測定設備-005
X-H-可搬型密度測定設備-007
X-H-可搬型密度測定設備-008

計装設備用

可搬型発電機
X-H-計装設備用可搬型発電機-001

計装設備用可搬型

圧縮空気設備
X-H-計装設備用可搬型圧縮空気設備-001

ペーパーレスレコ

ーダー（データ収

集装置）

X-H-データ収集装置-001

可搬型ダスト・ヨ

ウ素サンプラ
X-H-可搬型ダスト・ヨウ素サンプラ-001

放射線管理設備用

可搬型発電機
X-H-放射線管理設備用可搬型発電機-001

ガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固

化技術開発棟

水中ポンプ X-G-水中ポンプ-001 ・添四別紙 1-1 事故対処の有効性評価

（令和 3 年 2 月 10 日 申請）

・別冊 1-36 プルトニウム転換技術開

発施設（PCDF）管理棟駐車場におけ

る事故対処設備の設置工事（令和 3
年 9 月 30 日 申請）

・性能維持施設の追加：令和 3 年 6 月

29 日及び令和 4 年 6 月 30 日 申請

組立水槽 X-G-組立水槽-001～003
消防ホース X-G-消防ホース-001～024
給水用ホース X-G-給水用ホース（屋内用）-001

可搬型チラー
X-G-可搬型チラー-001
X-G-可搬型チラー-002

可搬型チラー用発

電機
X-G-可搬型チラー用発電機-001

エンジン付き

ポンプ
X-G-エンジン付きポンプ-001～003

給水ポンプ X-G-給水ポンプ-001
分岐付

ヘッダー
X-G-分岐付ヘッダー-001

コンプレッサー用

発電機
X-G-コンプレッサー用発電機-001

コンプレッサー X-G-コンプレッサー-001
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設備名称等 参照先申請書

ガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固

化技術開発棟

既設配管接続用

フランジ

X-G-既設配管接続用フランジ（OUT）-001
X-G-既設配管接続用フランジ（IN）-001

可搬型温度測定設

備

X-G-可搬型温度測定設備-001
X-G-可搬型温度測定設備-002

可搬型液位測定設

備

X-G-可搬型液位測定設備-V10
X-G-可搬型液位測定設備-V20
X-G-可搬型液位測定設備-E10
X-G-可搬型液位測定設備-V12
X-G-可搬型液位測定設備-V14

可搬型密度測定設

備

X-G-可搬型密度測定設備-V10
X-G-可搬型密度測定設備-V20
X-G-可搬型密度測定設備-E10
X-G-可搬型密度測定設備-V12

移動式発電機 1000 
kVA 

X-G-移動式発電機 1000kVA-001
（1 号機）

X-G-移動式発電機 1000kVA-002
（2 号機）

電源接続盤 VFB3 

電源切替盤
電源切替盤(1) 
電源切替盤(2) 

可搬型ダスト・ヨ

ウ素サンプラ
X-G-可搬型ダスト・ヨウ素サンプラ-001

放射線管理設備用

可搬型発電機
X-G-放射線管理設備用可搬型発電機-001

高放射性廃液貯蔵場

（HAW），ガラス固

化 技 術 開 発 施 設

（TVF）ガラス固化

技術開発棟で共用

不整地運搬車

（ドラム缶運搬

用）

X-共-不整地運搬車（ドラム缶運搬用）-001
・添四別紙 1-1 事故対処の有効性評価

（令和 3 年 2 月 10 日 申請）

・別冊 1-36 プルトニウム転換技術開

発施設（PCDF）管理棟駐車場におけ

る事故対処設備の設置工事（令和 3
年 9 月 30 日 申請）

・性能維持施設の追加：令和 3 年 6 月

29 日及び令和 4 年 6 月 30 日 申請

簡易無線機（屋外

用）
X-共-簡易無線機（屋外用）-001～016

可搬型発電機

（通信機器の充電

用）

X-共-可搬型発電機

（通信機器の充電用）-001

組立水槽 X-共-組立水槽-001～008
可搬型

貯水設備
X-共-可搬型貯水設備 26kL-001～0016

エンジン付き

ライト
X-共-エンジン付きライト-001～006

消防ホース X-共-消防ホース-001～222
水槽付き消防ポン

プ自動車

（2.8 m3/分（0.85 
MPa）） 

X-共-消防ポンプ車-001
X-共-消防ポンプ車-002

エンジン付き

ポンプ
X-共-エンジン付きポンプ-001～006

移動式発電機 1000 
kVA 

X-共-移動式発電機 1000kVA-001（1 号機） 
X-共-移動式発電機 1000kVA-002（2 号機） 

ホイールローダ X-共-ホイールローダ-001
油圧ショベル X-共-油圧ショベル-001

地下式貯油槽
地下式貯油槽-001 
地下式貯油槽-002 

接続端子盤 接続端子盤-001 

水槽付き消防ポン

プ自動車（2.8 m3/
分（0.85 MPa）） 

X-共-消防ポンプ車-001
X-共-消防ポンプ車-002
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設備名称等 参照先申請書

高放射性廃液貯蔵場

（HAW），ガラス固

化 技 術 開 発 施 設

（TVF）ガラス固化

技術開発棟で共用

通信機材 MCA 携帯型無線機 
衛星電話

簡易無線機

トランシーバ
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別紙 「別冊 1-36 再処理施設に関する設計及び工事の計画（プルトニウム転換技術開発施設

（PCDF）管理棟駐車場における事故対処設備の設置工事）」に基づく 
事故対処設備の構成の強化について

令和 3 年 9 月 30 日に申請を行った「別冊 1-36 再処理施設に関する設計及び工事の計画

（プルトニウム転換技術開発施設（PCDF）管理棟駐車場における事故対処設備の設置工事）」

において，高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術

開発棟における高放射性廃液の蒸発乾固を防止するために南東地区に配備する可搬型貯水設

備から事故対処設備の保管場所であるプルトニウム転換技術開発施設（PCDF）管理棟駐車場

までの給水ルート（アクセスルート）の構築について，高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラ

ス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の建家内に保管したエンジン付きポンプ・

消防ホース等を運搬して送水ルートを構築するとしていたこれまでの方法を改善して，地震

発生時に想定される被害状況を想定した上で迅速な事故対処作業が行えるよう予めルート上

に資機材を多重に分散配備し事故対処の信頼性を向上させることとした。 

〇 被災時における給水ルート構築作業を容易にするために西側アクセスルート・東側アク

セスルートの各々のルート上に給水ルート構築用の資機材（消防ホース，エンジン付き

ポンプ，組み立て水槽等）を予め分散配置する。（別紙図 1） 

〇 東側アクセスルートを用いた給水ルート（約 1200 m）と西側アクセスルートを用いた

給水ルート（約 1400 m）のそれぞれに資機材を分散配置するため，必要な資機材を増強

する。 

〇 高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟

の建家内に保管した資機材は南東地区以外の所内水源及び自然水利（新川）を活用する

場合に使用する。 

〇 上記により，予備を含めて，消防ホース本数は 128本増の合計 299本，エンジン付きポ

ンプは 6 台増の合計 14 台，組み立て水槽は 6 基増の 14 基となった。これら増加した資

機材についても性能維持施設に登録して適切に管理する。 

そのほか，未然防止対策②が PCDF 駐車場周りの資機材で完結できるように PCDF 駐車場

に設置する可搬型貯水設備（26 m3/基）を 1基増設して 2基（52 m3）とし，対策に必要

な水の量（HAW：19m3，TVF：10m3，合計 29 m3）を確保する。 

本事故対処強化における性能維持施設の変更内容について詳細を別表に示す。 

・増加した資機材以外に，「別冊 1-36 再処理施設に関する設計及び工事の計画（プルト

ニウム転換技術開発施設（PCDF）管理棟駐車場における事故対処設備の設置工事）」に

基づき設置することとした地下式貯油槽，接続端子盤も性能維持施設に追加する。 

〇 台数が増加し，系統構成も複雑化したことから，性能維持施設として登録する際の資機

材・設備の付番を以下のように整理した。 

・事故対処のための系統を構成する資機材・設備のうち，プルトニウム転換技術開発施

設（PCDF）管理棟駐車場から南東地区等の所内水源までの範囲で使用するものは，高

放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟
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の事故対策で共用することから「共」の識別子を付与する。 

・事故対処のための系統を構成する資機材・設備のうち，プルトニウム転換技術開発施

設（PCDF）管理棟駐車場から高放射性廃液貯蔵場（HAW）の範囲で使用するものの識別

子として「H」を付与する。

・事故対処のための系統を構成する資機材・設備のうち，プルトニウム転換技術開発施

設（PCDF）管理棟駐車場からガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の

範囲で使用するものの識別子として「G」を付与する。

〇 強化された事故対処の対策パターンごとの系統構成と変更ポイントについて別紙図 2
～別紙図 30 に示す。また，令和 3年 6月 29日申請時の系統構成（高放射性廃液貯蔵場

（HAW）のみ）を参考図 1～参考図 11 に示す。それぞれの対応について，別紙表 1～別

紙表 4 にまとめる。
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別紙表 1 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の事故対処 対策パターン 

対策 水源 燃料 対策内容 

未然防止 ① 南東地区 可搬型貯水設備 PCDF 駐車場 地下式貯油槽 既設の冷却系統（恒設設

備）を動かして冷却（左記

水源は屋上冷却塔の散水

に使用） 

対策 ①-1 南東地区以外の所内水源 所内の燃料貯蔵施設 

①-2 自然水利（新川） 所内の燃料貯蔵施設 

② PCDF 駐車場可搬型貯水設備 PCDF 駐車場 地下式貯油槽 可搬型冷却設備を用いた

冷却ループを構築 
②-1 南東地区以外の所内水源 所内の燃料貯蔵施設 

②-2 自然水利（新川） 所内の燃料貯蔵施設 

③ 南東地区以外の所内水源 PCDF 駐車場 地下式貯油槽 外部水源からの水をワン

スルーで冷却配管に供給
③-1 南東地区以外の所内水源 所内の燃料貯蔵施設 

③-2 自然水利（新川） 所内の燃料貯蔵施設 

遅延対策 
① PCDF 駐車場可搬型貯水設備 PCDF 駐車場 地下式貯油槽 

予備貯槽内の水をスチー

ムジェットで高放射性廃

液に注水（左記水源はスチ

ームジェット駆動の蒸気

の製造用）
①-1 南東地区以外の所内水源 所内の燃料貯蔵施設 

② 南東地区以外の所内水源 所内の燃料貯蔵施設 
施設外の水源からの水を

高放射性廃液貯槽に直接

注水 

別紙表 2 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の事故対処 系統構成の変更 

対策 
（旧） 系統構成 

令和 3年 6 月 29 日申請時 

（新） 系統構成 

令和 4年 6 月 30 日申請 
強化のポイント 

未然防止 ① 参考図 1
（異なる送水ルートに対して

も同じ資機材を使用） 

別紙図 2 ・ 南東地区への東側ルート，西側ルート，南

東地区以外の水源へのルートのそれぞれ独

立に資機材（消防ホース，エンジン付きポン

プ，組み立て水槽）を配備した。

対策 ①-1 別紙図 3
①-2 別紙図 4
② 参考図 2

（異なる送水ルートに対して

も同じ資機材を使用） 

別紙図 5 ・対策に必要な量の水を PCDF 駐車場の可搬型

貯水設備を増強して確保した。

・①と同様に送水ルート別に資機材を配備。②-1 別紙図 6
②-2 別紙図 7
③ 参考図 3

（異なる送水ルートに対して

も同じ資機材を使用） 

別紙図 8 ・①と同様に送水ルート別に資機材を配備。

③-1 別紙図 9
③-2 別紙図 10

遅延対策 ① 
参考図 4

別紙図 11 ・変更なし。

①-1 別紙図 12
② 参考図 5 別紙図 13 ・変更なし。
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別紙表 3 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の事故対処 対策パターン 

対策 水源 燃料 対策内容 

未然防止 ① 南東地区 可搬型貯水設備 PCDF 駐車場 地下式貯油槽 既設の冷却系統（恒設設

備）を動かして冷却（左記

水源は屋上冷却塔の散水

に使用） 

対策 ①-1 南東地区以外の所内水源 所内の燃料貯蔵施設 

①-2 自然水利（新川） 所内の燃料貯蔵施設 

②A PCDF 駐車場可搬型貯水設備 PCDF 駐車場 地下式貯油槽 可搬型冷却設備を用いた

冷却ループを構築（一部貯

槽 （ G12E10, G12V12, 

G12V14）のみ冷却可能） 

②A-1 南東地区以外の所内水源 所内の燃料貯蔵施設 

②A-2 自然水利（新川） 所内の燃料貯蔵施設 

②B PCDF 駐車場可搬型貯水設備 PCDF 駐車場 地下式貯油槽 可搬型冷却設備を用いた

冷却ループを構築（全ての

貯槽（ G11V10, G11V20, 

G12E10, G12V12, G12V14）

を冷却可能） 

②B-1 南東地区以外の所内水源 所内の燃料貯蔵施設 

②B-2 自然水利（新川） 所内の燃料貯蔵施設 

③ 南東地区以外の所内水源 PCDF 駐車場 地下式貯油槽 外部水源からの水をワン

スルーで冷却配管に供給
③-1 南東地区以外の所内水源 所内の燃料貯蔵施設 

③-2 自然水利（新川） 所内の燃料貯蔵施設 

遅延対策 
① － PCDF 駐車場 地下式貯油槽 

純水貯槽内の水を可搬型

ポンプ（水中ポンプ）で高

放射性廃液に注水 

② PCDF 駐車場可搬型貯水設備 PCDF 駐車場 地下式貯油槽 施設外の水源からの水を

高放射性廃液貯槽に直接

注水 ②-1 南東地区以外の所内水源 所内の燃料貯蔵施設 

別紙表 4 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の事故対処 系統構成の変更 

対策 
旧 系統構成 

令和 3年 6 月 29 日申請時 

新 系統構成 

令和 4年 6 月 30 日申請 
強化のポイント 

未然防止 ① 参考図 6
（異なる送水ルートに対して

も同じ資機材を使用） 

別紙図 14 ・ 南東地区への東側ルート，西側ルート，南

東地区以外の水源へのルートのそれぞれ独

立に資機材（消防ホース，エンジン付きポン

プ，組み立て水槽）を配備した。

対策 ①-1 別紙図 15
①-2 別紙図 16
②A 参考図 7

（異なる送水ルートに対して

も同じ資機材を使用） 

別紙図 17 ・対策に必要な量の水を PCDF 駐車場の可搬型

貯水設備を増強して確保した。

・①と同様に送水ルート別に資機材を配備。②A-1 別紙図 18
②A-2 別紙図 19

②B 参考図 8
（異なる送水ルートに対して

も同じ資機材を使用） 

別紙図 20 ・①と同様に送水ルート別に資機材を配備。

②B-1 別紙図 21

②B-2 別紙図 22

③ 参考図 9
（異なる送水ルートに対して

も同じ資機材を使用） 

別紙図 23 ・①と同様に送水ルート別に資機材を配備。

③-1 別紙図 24
③-2 別紙図 25

遅延対策 ① 参考図 10 別紙図 26 ・変更なし。

② 
参考図 11

別紙図 27 ・変更なし。

②-1 別紙図 28
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高放射性廃液貯蔵場の空気圧縮機（272K64）のブロワ部の分解点検結果等について 

令和 4年 8月 2日 

再処理廃止措置技術開発センター 

1．はじめに

高放射性廃液貯蔵場において令和 4年 7月 3日 12時 07分頃に停止した水素掃気

用空気圧縮機(272K64)について、原因調査のため取り外したブロワ部の分解点検を

行った。当該空気圧縮機のブロワ部の分解点検結果等について報告する。 

2．水素掃気用空気圧縮機（272K64）の使用履歴 

当該ブロワ部は H25.4月に予防保全として交換後約 9年間運転（表－1参照）して

おり、本事象に至るまでの間、異常は認められなかった。また、傾向管理項目にお

いても測定値は判定基準内であった（参考資料 1参照）。 

表－1 停止したブロワ部の使用履歴※1 

使用期間 ブロワ部交換理由 使用機器 運転時間※2 備考 

S61～H16.10 
長期運転に伴う整備と

して交換 

272K64 

に設置 

約 82500ｈ 

（設置後約 19年経過） 

取外し後ブロワ整備（軸受、

オイルシール、O リング交

換）H16.10実施 

H18.11～H24.4 
定期的な整備として

交換 

272K63 

に設置 

約 24000ｈ 

（交換後約 5年経過）

取外し後ブロワ整備（軸受、

オイルシール、O リング交

換）H24.6実施 

H25.4～R4.7 
今回の事象後の交換 

（サーマルトリップ）

272K64 

に設置 

約 41000ｈ 

（交換後約 9年経過） 

取外したブロワ分解点検 

R4.7実施 

※1 故障したブロワ部は、これまでに 272K63、K64 に表－1 の履歴のとおり取り付け使用し

ている。当該ブロワ部は HAW 施設建設当時の S61 年に使用を開始し、途中 H18.11～H24.4

の間は 272K63 のブロワ部として使用していた。H24.4 に 272K63 から整備のため当該ブロ

ワ部を取外し、整備後は H25.4より 272K64のブロワ部として使用してきた。

※2 運転機は月例で切替えるため、当該機の運転時間を累積

3．ブロワ部の分解点検結果 

分解したブロワ部構成部品の外観点検結果を以下に示す。 

・駆動軸側ローターシャフトの軸封部表面に傷跡（全周方向）を確認した（図－1 写

真⑧⑨）。 

【資料２】
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・ハウジング孔表面に傷跡（全周方向）を確認した（図－1 写真①②）。 

・ハウジング孔側の傷跡は凹み、ローターシャフト側の傷跡は膨らみが認められた。 

→両方の部材が接触した際の接触痕と考えられた。 

・ハウジング孔の傷跡部分（全周方向）に黒色の付着物が認められた（図－1 写真②）。 

・ローター表面、ケーシング表面の全面に同様の黒色の付着物が認められた（図－1 

写真④～⑥）。 

・オイルシールのゴム（材質 ニトリルゴム）に一部欠損が認められた（図－1 写真③）。 

→オイルシールは、各ローターシャフトの軸受部に設置されており、同様な劣化

が認められた。 

・ブロワ部を構成するその他の部品には、外観の傷は認められなかった。 

・接触痕のあった駆動軸側ローターシャフトの軸封部の寸法測定の結果、0.005mm 

の芯振れが認められた。また、軸受で 0.015〜0.03mm の摩耗が認められた。これ

らはいずれも部品のクリアランス上問題となる寸法変化ではなかった。 

 

4．推定原因 

外観目視の結果より、以下の理由によりローターシャフト軸封部の傷とハウジン

グ孔の傷は近接していたことから、ローターシャフトとハウジングとの接触により、

サーマルトップが発生し、水素掃気用空気圧縮機（272K64)が停止したものと推定し

た。 

・オイルシールのゴムが劣化し欠損が認められたこと、ローター表面などの全面に

黒色の付着物が認められたことから、欠損したオイルシールのゴムがローターシ

ャフト軸封部とハウジング孔との空隙からケーシング内に引き込まれ、ローター

等の表面に付着した（図－2 参照）。 

・接触痕があった部分と、欠損したオイルシールのゴムが通過したと考えられるロ

ーターシャフト軸封部とハウジング孔との空隙部分との関係については、図－2 

参照。 

・欠損したオイルシールのゴムの侵入方向に対し、軸封部の溝が切られた部分の後

には、5mmの長さで溝のない部分が存在しており、この溝のない部分で接触痕が確

認されている。また、接触痕が確認されたハウジング孔では、黒色の付着物が確

認されている。 

・これらのことから、ある程度の大きさを持つ欠損したオイルシールのゴムが、軸

封部に侵入した後、最も狭隘な箇所となる溝のない部分で噛み込み、その影響に

よりローターシャフト軸封部とハウジング孔のクリアランスに狂いが生じ両部材

が接触に至った。 

なお、ブロワ部の交換を行った水素掃気用空気圧縮機（272K64）は、新品を使用し

ており部品の劣化はない。また、水素掃気用空気圧縮機（272K63）は、オイルシール

を含め必要な部材を新品と交換して整備したブロワ部の予備品を保有している。 
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5．管理の改善 

5．1 従前の管理方法 

定期点検（年次、月例、日常）及び傾向管理により、異常の早期発見・早期対応に

努めて来たが、今回の事例にあった消耗部品（オイルシール）の劣化欠損に起因し

た故障に至ったもの。本事象を踏まえ、HAW施設の安全機能維持に向け管理の改善を

図る。 

消耗部品の劣化に対しては、これまで以下の管理を実施してきた。 

① 累積使用時間の目安の設定 

実環境における使用実績に基づき 8 年間＊を使用時間の目安として設定し、こ

れを超える場合は、ブロワ部の全振幅、振動速度、振動加速度の実測値から使用

継続の可否を判断（JIS（日本産業規格）や JIMS（社団法人 日本産業機械工業規

格の基準）する管理要領（平成 28年から運用）としている。 

＊累積運転時間約 82500hr（約 9.4年）の実績から保守的な年数として設定 

②傾向管理（振動速度、振動加速度等）による異常の検知 

過去（平成 18〜28年）においては、定期的にブロワ部をアッセンブリーで交換

して整備する定期交換※1を実施していたが、部品交換に係る保安規定の改訂（平

成 29年）以降は、定期的に運転データを測定・採取し、傾向管理することで異常

の兆候を検知できると考え傾向管理に移行した。 

※1 保安規定 115条で承認されている部品を交換する場合は、対象となる機器を取外し、

新しい部品へ交換した後に取り付ける工程を最短で 5 日程度要する（修理を必要とす

る場合は 5 日以上）ことから、その間は予備機がない状態になる。よって、保安規定

の改訂前は整備済みのブロワ部をアッセンブリーで交換し、試運転を行い、その日の

うちに予備機として待機できる対応をしていた。 

 

5．2 改善項目 

今回の事象の推定原因を踏まえ、オイルシールを有するルーツブロワでは、今回と

同じ事象の発生の可能性が考えられる。また、停止した 272K64は、HAW施設の水素

掃気機能を構成する重要な設備であることを踏まえ、以下の改善を行う。 

・予備機の復旧までに時間を要するもの、HAW 施設の安全機能維持のために早期復

旧を要するものは、ブロワ部の定期交換を行う改善を図る。 

・定期交換対象は、HAW施設の安全機能を担うルーツブロワを対象に、水素掃気用空

気圧縮機（272K63/K64）に加え、HAW施設の重要な安全機能（閉じ込め機能）を担

う槽類換気用排風機（272K463/K464）※１を対象とする。 

・ブロワ部の定期交換頻度は、実環境におけるこれまでの使用実績に基づき、水素

掃気用空気圧縮機（272K63/K64）及び槽類換気用排風機（272K463/K464）ともに、

約 20000hr※２毎とし、今後の整備結果を踏まえて交換頻度等を検証し、リスクに

応じた保守点検が行えるよう更なる改善を図る。 
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※1 これらのルーツブロワは、運転機側が停止した場合には、待機側が自動起動して機

能維持する設計であるが、仮に両機とも停止した場合には、HAW 貯槽内の圧力が上昇

することになるため、定期交換による整備対象とした。なお、水素掃気用空気圧縮機

については、仮に両機がともに停止した場合であっても、他系統からのバックアップ

が可能であるとともに、事象の進展も十分に緩やかである。 

※2 消耗部品の劣化に対しては、ブロワ部の整備実績に基づく累積運転時間とオイルシ

ールの欠損の有無との関係（別紙－1）から、これまでの整備において欠損が認められ

なかった累積運転時間（最長約 24000hr）を超えない範囲で設定。これにより、消耗

部品の劣化に対しては、従前よりも早期に改善を図ることが可能と考える。 

 

5．3 ブロワ部の定期交換に係る手続き 

ブロワ部の交換は、以下の理由により、通常の保守（経年変化に伴う措置）として

保安規定 115条に定めた部品交換として実施する。 

・ブロワ部については、今回の分解点検結果より、同一仕様のブロワ部に交換する

ため、求められる機能及び性能に変更を要するものではなく、交換に伴い溶接等

の工事も必要としない。 

・ブロワ部をアッセンブリーで交換した場合であっても、交換後の機能及び性能に

変更はなく、設工認の記載事項に変更はない。 

・ブロワ部については、保安規定第 115 条に基づき定めている「交換対象部品等」

に全構成部品をリストアップしているものではないが、保安規定第 115 条 第Ⅲ-

1-(1)表の回転機器構成部品（電磁弁、ベルト、ファン、軸、軸受、ポンプ用ブレ

ード、圧力計等の機器付属品、安全弁、接続継手 等）に示す「等」に包含して対

応可能と考えている※。 

※「運転及び保守の管理規則」に基づく、規制当局への交換可否の相談（安全機能に影響

する故障により交換するもの、第Ⅲ-1-(1)表に含まれない部品等）を R4.7.6に実施。 

 

6．ブロワ部の交換について 

接触痕が確認されたローターシャフトの軸封部とローターシャフトのハウジング

部の修理のためには、メーカー（搬出）による部品の研磨、研磨部品のバランス調

整等を行う必要があり、修理に時間を要する。また、これらの部品を新たに調達す

る場合においても、規格品ではあるものの、受注生産となることから時間、コスト

を要する。このため、当該ブロワ部は修理をせずに廃棄※1 し、今後は別の予備品

（272K63、K64と同一仕様のブロワ部）を使用する。 

また、7 月 4 日に実施したブロワ部（現在 272K64 に取付け）の交換は、同一仕様

の予備品への交換であり、5.3項を踏まえ、現状のまま使用を継続することを考えて

いる。 

今回の事象を踏まえ、定期交換を行うブロワ部（272K63/K64、272K463/K464）につ
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いては、所定の累積運転時間に達するものは順次アッセンブリー交換により消耗部

品※2を整備する。 

※1 今回取り外したブロワ部は、HAW施設建設当時（S61年）から整備を重ねて使用して

きた古い部品 

※2 オイルシール等の消耗部品は交換を前提としており、既存の水素掃気用空気圧縮機

等の構造、性能等に変更を伴うものではない。 

 

以 上 
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参考資料－1 

 

・年次点検 

回転数、軸受温度、振動値、電流値、Vベルト・プーリー点検 

点検項目 回転数 軸受温度 振動値 電流値 

判定基準 ≧1473 rpm 
周辺温度 

≦100 ℃ 
185×1/1000 mm ≦11.9 A 

・月例点検 

回転数、軸受温度、振動速度※1、振動加速度※1、電流値、Vベルト・プーリー点

検、月例切替え（切替え時グリスアップ） 

点検項目 回転数 軸受温度 振動速度 振動加速度 電流値 

判定基準 ≧1473 rpm 
周辺温度 

≦100 ℃ 
≦15 mm/s 

≦18 m/s2 

（参考値） 
≦11.9 A 

※1 JIS（日本産業規格）や JIMS（社団法人 日本産業機械工業規格）の基準を引用し、 

ブロワ及びモーター軸受け部の振動速度等を傾向管理 

・日常点検 

電流値、軸受温度 

点検項目 電流値 軸受温度 

判定基準 ≦11.9 A 
周辺温度 

≦100 ℃ 

 

本事象に至るまでの間、上記の点検において異常は認められなかった。 
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ＴＶＦにおける固化処理状況について

日本原子力研究開発機構（JAEA）

令和４年８月２日

【資料３－１】

（案）
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１．経 緯（1/2）

 前々回の運転（19-1CP）で、流下ノズルの傾きにより、8本目の流下の際に流下ノズルが加熱コイル
に接触し、漏電により流下が自動停止した（7本製造）。この対策として、加熱コイル径を拡大する等
、クリアランスを確保した結合装置を新規に製作し、交換した上で運転を再開することとした。

 R3年7月に新規結合装置への交換を終え、前回の運転（21-1CP)は、R3年8月から60本の製造目標
で開始した。

運転開始後、ガラス固化体取扱工程の蓋溶接機や閉じ込め確認検査などで複数の不具合が生じ、
対応のため2回の溶融炉の保持運転※1を行ったが、予め定めた手順に従い対応し、溶融炉の運転
を継続した。

※1  溶融炉へガラス原料及び廃液供給を行わず、溶融炉の通電・加熱を維持した状態を保つ運転。

 その後、11本目で溶融炉保護のために設けている白金族元素の堆積管理指標（主電極間補正抵
抗）まで低下したため、運転要領書に従い溶融炉内のガラスを全量抜き出し、R3年9月に溶融炉を
停止した（13本製造）。

 溶融炉の停止後、炉内観察を行い、西側炉底傾斜面上部に白金族元素濃度が高いと考えられる
残留ガラスを確認した（R3年9月）ため、次回の運転（22-1CP）に向けて残留したガラスの除去作業（
3回目）を行うこととした（R3年10月：21-1CP終了）。

 前回（21-1CP）の運転における主電極間補正抵抗の低下による溶融炉の停止は、予め想定してい
た事象であったものの想定よりも少ない本数で低下した。

 原因調査の結果から、主要因は、前々回（19-1CP）の運転で、流下ノズルと加熱コイルが接触して

漏電により流下できない状態になり、その後の複数回の炉底加熱により、西側炉底傾斜部へ白金
族元素が堆積し、前回の運転（21-1CP）で進展したものと判断した。 < 87 >



１．経 緯（2/2）

 主要因については、流下停止事象に係る対策を施した結合装置に交換済みであり、今後同様の
事象は生じないと考えている。なお、運転（22-1CP）開始前にはITVカメラにより流下ノズルと加熱コ
イルのクリアランスが確保されていることを確認した。

 また、前回（21-1CP）の運転において、白金族元素の堆積を助長した可能性がある要因（加速要因

：廃液供給速度が大きい、主電極間電力が小さい）を確認したことから、これらの影響を低減させ
るための対策※2を今回の運転（22-1CP）に反映した。

※2 廃液供給速度については、濃度の薄い廃液を供給する際も通常の廃液供給速度（ 約12.0～12.5 L/h）で管理する。また、主電
極間電力については、電力盤の点検結果に基づき、実出力が40 kWになるよう主電極間電力を管理する。

 前回運転（21-1CP）において発生した不具合事象のうち、ガラス固化体除染装置の高圧水ポンプ

の停止事象（圧力ダンプナーの閉塞）は、更新後運転時間が少ない段階で発生した初期故障であ
り、また、ガラス固化体蓋溶接の溶接機の停止事象は、停止事象として想定していたものの、原因
（制御の不安定）までは挙げられていなかった。

 上記の不具合事象については、不適合処置及び是正処置を行い、再発の防止を図った。

これに加え、前回運転(21-1CP)中の気がかり事象について、設備機器の点検整備、予備品への交
換、手順書の改訂などを進めた。

 前回運転（21-1CP）を踏まえ、同様の事象の発生防止、発生した場合においても速やかに対応で

きるよう、初期故障の要因も含め、想定する不具合事象、その要因に不足がないか、また不具合
事象が多く発生した溶融炉以降のガラス固化体取扱工程に重点を置き、想定事象を再整理した。
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 ガラス固化処理は最優先事項として取り組み、早期完了を目指していることに変わりはない。

 16-1CP以降の工程の遅れに対して、当面の工程を着実に進めていくことが重要と考えている。

•今回の運転（22-1CP) は、先ず、過去の1キャンペーン当たりの最大製造本数46本を目指し、複数
のホールドポイント※3を設け（前回の運転（21-1CP)で白金族元素が堆積した対策の確認、その後
の運転状況を確認）、60本の製造を目指して段階的に進めていく。

•運転（22-1CP）の期間は、R4年度の定期事業者検査を年度末までに終了させるために必要な期
間を考慮して11月下旬までに運転を終了する。

•なお、運転が順調に進み60本製造した場合、11月下旬まで運転を継続し製造本数を増やす。

 工程を着実に進めて行く観点から、白金族元素の堆積状況をより正確に把握するため、これまでの
管理指標等（主電極間補正抵抗、補助電極間補正抵抗）を改善し、加えて、新たな監視項目として、
堆積した白金族元素へ流れる主電極間電流の増加傾向、ガラス温度の低下傾向を監視していく。

 また、2号溶融炉では、約200本のガラス固化体を製造し、3回の残留ガラス除去作業を行ってきた。

今後の運転データを積み上げ、溶融炉の運転経過に伴う白金族元素の堆積管理指標等の変化の
傾向を把握していく。

※3 ホールドポイント①：ガラス固化体10本製造した段階（前回の運転（21-1CP)で白金族元素が
堆積した対策、加速要因の対策の確認）

ホールドポイント②：ガラス固化体46本製造した段階（白金族元素の堆積状況の推定）
ホールドポイント③：ガラス固化体60本製造した段階（白金族元素の堆積状況の推定）

２．今回の運転の基本方針（1/2）

令和4年6月6日第60回東海再処理
施設安全監視チーム会合資料
一部改訂
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今回の運転（22-1CP）に向け、ほぼ計画通りR4年5月23日に残留ガラス除去作業を終了した。その
後、以下の通り作業を進め、6月28日から熱上げを開始し、7月12日からガラス固化処理を開始した。

 前回運転（21-1CP）において白金族元素が堆積した事象については、前々回運転における流下停
止事象（流下ノズルと加熱コイルが接触）が主要因と推定しており、6月13日に流下ノズルと加熱
コイルのクリアランス確認を実施し、十分にクリアランスが確保できていることを確認した。

 6月24日に溶融炉に係る定期事業者検査（台車と結合装置のインターロック作動試験）を実施し、

インターロックが作動することを確認した。これにより、熱上げ前までに計画していた点検及び検
査は全て完了した。

 6月28日に熱上げを開始し、熱上げ中に実施する作動確認（溶融炉オフガス配管の水洗浄、廃液

供給配管の漏えい確認等）、M/Sマニプレータの点検整備及び訓練（事故対処訓練）を7月9日ま
でに実施し、運転前までに計画していた点検をすべて完了した。

 7月12日にガラス溶融炉へのガラス原料及び廃液の供給開始を以って運転を開始した。

 7月12日の運転開始後、7月14日にガラス固化体1本目の流下準備を行っていたところ、流下監視
用ITVカメラの映像が映らないことを確認した。当該カメラの点検整備（基板交換）を行い、7月15
日に復旧した。

本事象に伴い、溶融炉の保持運転（ガラス原料及び廃液の供給停止）を約1.5日間を行った。

３．今回の運転（２２-1CP）の概要（1/2）
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 ITVカメラの復旧以降、ガラス原料供給装置の粉塵除去等を行ったが、保持運転は行っておらず、8
月1日時点で、9本目まで流下を行い、7本のガラス固化体の保管を完了している。

 ホールドポイント①（10本製造時点）での確認項目（堆積した白金族元素に流れる主電極間電流の
上昇傾向、ガラスレベルが下がった際のガラス温度指示値の低下傾向）については、前回運転（21-
1CP）で生じた炉底傾斜面上部への白金族元素の堆積傾向は見られていない。

また、白金族元素の堆積を加速させた可能性のある要因（廃液供給速度が大きい、主電極間電
力が小さい）に対し、コモンプローブ温度及び気相部温度の傾向から対策（廃液供給速度の調整、
主電極間電力の調整）の効果を確認した。

 溶融炉の白金族元素の堆積管理指標（主電極間補正抵抗、補助電極間補正抵抗、炉底低温運転
に移行するまでに要した時間）の推移は、過去の実績と比較し、有意な堆積傾向は見られておらず
安定している。

３．今回の運転（２２-1CP）の概要（1/2）
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４．運転前のホールドポイントの確認

 運転開始までの各ホールドポイントにおいて、ガラス固化部長等は保安規定第182条に基づき施
設を点検し、異常のないことを確認する。

 ガラス固化部長は、各ホールドポイントでの確認結果（運転準備状況）を再処理廃止措置技術開
発センター運営会議に諮り、センター長の確認を得て、核燃料サイクル工学研究所長、役員へ報
告する。

① ホールドポイント1：溶融炉の熱上げ開始前確認

•施設の整備、作動確認、運転要領書の整備、教育・訓練、不適合除去が完了していること（熱上
げ中に実施する作動確認を除く）。

•結合装置の定期事業者検査（台車と結合装置のインターロック試験）が終了していること。

⇒R4年6月23日にガラス固化部長が確認し、6月24日再処理廃止措置技術開発センター運営会
議に諮り、センター長の確認を得て、核燃料サイクル工学研究所長、役員へ報告した。

② ホールドポイント2：溶融炉へHAW供給開始前確認（運転開始）

•熱上げ中に実施する作動確認（溶融炉オフガス配管の水洗浄、廃液供給配管の漏えい確認）
が完了していること。

⇒R4年7月11日にガラス固化部長が確認し、7月12日に再処理廃止措置技術開発センター運営
会議に諮り、センター長の確認を得て、核燃料サイクル工学研究所長、役員へ報告した。
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工程 状況 対応等

①受入・前処理
6月27日から高放射性廃液の受入れを開始し、以降1回/週の頻度で
受入れを実施。

異常等なし。

②ガラス原料供給
7月12日からガラス原料の供給運転を実施。
7月26日にガラス原料の粉塵が光センサーに付着して自動停止。

粉塵を除去し供給を再開した。
（約2時間原料供給等停止）

③ガラス溶融

7月12日からガラス原料・廃液を供給開始し、7月16日に1本目の流
下を実施。以降1回/約2日で流下を実施。
加速要因の対応として、主電極電力40kW、廃液供給速度約12L/hを
継続実施。

異常等なし。
パラメータの監視を継続。

④固化体取扱

流下後のガラス固化体容器の蓋の溶接、除染、閉じ込め確認検査
等を行い、保管ピットへ収納する。
7月21日に1本目の固化体を保管し、以降1回/約2日で保管を実施。
2本目の固化体の閉じ込め確認検査前の加熱後のろ紙に有意な放射
線量を確認。

再除染を行い閉じ込め確認等に
より汚染のないことを確認した。
（原料供給等停止なし）

⑤槽類換気

槽類及び溶融炉の負圧を維持するともに、それらからのオフガス
の洗浄運転を実施。

異常等なし。

⑥遠隔保守

両腕型マニプレータ及び固化セルクレーンにより固化体取扱、流
下準備及び高放射性廃液受入後のサンプリング作業を実施。
7月14日 1本目の流下準備作業時に流下監視用のITVカメラに映像
不調を確認。

ITVカメラの基板を交換し復旧
した。補修期間中は溶融炉を保
持運転（約1.5日）とした。

その他ユーティリ
ティ等

各設備機器へ必要な蒸気、冷却水、冷水、純水、圧縮空気を常時
供給。

異常等なし。

５．運転中のホールドポイントでの確認

ホールドポイント①での確認結果（7/8）

(4) その他：設備の状況
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５．運転中のホールドポイントでの確認

ホールドポイント①での確認結果（まとめ）

 現時点で、●本目まで流下を行い、●本のガラス固化体の保管を完了している。

 ホールドポイント①（10本製造時点）での確認項目（堆積した白金族元素に流れる主電極間電流の

上昇傾向、ガラスレベルが下がった際のガラス温度指示値の低下傾向など）については、前回運転
（21-1CP）で生じた炉底傾斜面上部への白金族元素の堆積傾向は見られていない。

 白金族元素の堆積を加速させた可能性のある要因（廃液供給速度が大きい、主電極間電力が小さ
い）に対し、コモンプローブ温度及び気相部温度の傾向から対策（廃液供給速度の調整、主電極間
電力の調整）の効果を確認した。

 溶融炉の白金族元素の堆積管理指標（主電極間補正抵抗、補助電極間補正抵抗、炉底低温運転
に移行するまでに要した時間）の推移は、過去の実績と比較し、有意な堆積傾向は見られておらず
安定している。

なお、今後の調整事項として、主電極電流の上昇が認められていることから、運転データを確認し
つつ、主電極間電力等の調整を図っていく。

 設備の不具合事象等への対応については、ITVカメラの復旧以降、ガラス原料供給装置の粉塵除去
等を行ったが、保持運転は行っておらず、有効に機能していると判断する。

 引き続きホールドポイント② （46本製造時点）に向けて、安全最優先に溶融炉の運転を進めていく。
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以降、参考。
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工程洗浄の進捗状況について 

 

 

 

 

令和4年8月22日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【概要】 

○東海再処理施設では、分離精製工場(MP)等の一部の機器に残存する核燃料物質を

取り出す工程洗浄を令和 4 年度から令和 5 年度にかけて行う予定であり、使用済燃料

せん断粉末及びその他の核燃料物質（工程内の洗浄液等)の取り出しを令和 4 年 6 月

8 日から開始している。

○使用済燃料せん断粉末の取出しは令和 4 年 8 月 5 日に終了（予定）しており、現在は

使用済燃料せん断粉末の取出しに用いた工程の押出し洗浄（その他の核燃料物質の

取出しを含む）を実施中（令和 4 年 9 月上旬に終了予定）。

【資料３－２】 
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工程洗浄の進捗状況について 

令和 4 年 8 月 22 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

 東海再処理施設では、分離精製工場(MP)等の一部の機器に残存する核燃料物質

を取り出す工程洗浄を令和 4 年度から令和 5 年度にかけて行う予定であり、使用済

燃料せん断粉末及びその他の核燃料物質（工程内の洗浄液等)の取り出しを令和 4

年 6 月 8 日から開始している。令和 4 年 8 月 19 日時点における、進捗状況は以下

の通りである（図-1 参照）。 

 使用済燃料せん断粉末の取出し（溶解及び高放射性廃液貯蔵場までの送液）を

令和 4 年 6 月 8 日に開始し、令和 4 年 8 月 5 日に終了（予定）

 使用済燃料せん断粉末の取出しに用いた工程の押出し洗浄（その他の核燃料

物質の取出しを含む）を令和 4 年 8 月 4 日から開始し、現在実施中（令和 4 年 9

月上旬に終了予定）

 今後は低濃度のプルトニウム溶液及びウラン溶液の取出しを段階的に実施する

予定

以 上 
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核燃料サイクル工学研究所 再処理施設に係る 

廃止措置計画変更申請書（令和 4 年 6 月 30 日申請）の概要について 

 

 

 

 

 

 

 

令和4年8月22日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【概要】 

○東海再処理施設は分離精製工場に貯蔵しているふげん使用済燃料 265 体を令和 8

年度末までに我が国と原子力の平和利用に関する協力のための協定を締結している

国外の再処理事業者の再処理施設へ全量搬出する計画であり、搬送手順及び設備対

策を具体化したことから令和 4 年 6 月 30 日に廃止措置計画変更認可を申請した。

○使用済燃料の搬出に係る申請内容は以下のとおりである。概要については添付資料

-1 に示す。

・ 使用済燃料の搬出は、設計承認を受けた乾式輸送容器を用いて実施する。

・ 今回の搬出で使用する乾式輸送容器の重量は、従来の湿式輸送容器の内数であ

り、既存の搬送設備の通常の操作の範囲内で取り扱える。

・ 乾式輸送容器を搬送する燃料カスククレーンについてはワイヤロープを 2重化し、乾

式輸送容器を落下させない対策を実施する。

・ 乾式輸送容器への使用済燃料の装荷作業をより確実に行うため、装荷作業に用い

る燃料取出しプールクレーンについて、操作性の向上対策等を実施する。

・ 使用済燃料の搬送中に想定される事故（使用済燃料の落下損傷）が発生したとして

も、周辺公衆に与える放射線被ばく上の影響は少ない。

〇その他の申請内容については以下のとおりである。それぞれの概要については添付

資料-2 に示す。 

・ HAW 及び TVF に係る安全対策工事の進捗に伴い，再処理施設保全区域の変更，

性能維持施設の追加を行う。 

・ 施設の保全に関する設計及び工事の計画 2 件（TVF のインセルクーラの電動機ユ

ニット交換，再処理施設浄水供給配管の一部更新）を申請した。

【資料３－３】 
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使用済燃料の搬出に係る廃止措置計画変更認可申請について 

令 和 4 年  8 月  22 日

再処理廃止措置技術開発センター 

1.はじめに

東海再処理施設（以下「TRP」という。）では分離精製工場（以下「MP」とい

う。）に新型転換炉原型炉ふげん（以下「ふげん」という。）の使用済燃料を 265

体貯蔵している。当該使用済燃料は、令和 8 年度末までに我が国と原子力の

平和利用に関する協力のための協定を締結している国外の再処理事業者の再

処理施設へ全量搬出する計画であり、MP 内における使用済燃料の搬送手順及

び設備対策を具体化したことから、令和 4年 6月 30日に廃止措置計画変更認

可を申請した。

2.使用済燃料の搬出について

使用済燃料の施設外への搬出は核燃料輸送設計承認（原規規発第 2105132号）

を受けた乾式輸送容器（TN JA型）と既存設備を用い、設備整備及び操作訓練

を行った上で実施する。乾式輸送容器（TN JA型）の重量は TRPにおいて使用

済燃料の受入に使用してきた湿式輸送容器（HZ-75T 型）の内数であるため、

既存の搬送装置で取り扱うことができる。MP 内の使用済燃料の搬送は、使用

済燃料の受入の流れとは逆の流れとなるものの、既存設備の通常の操作の範

囲内で実施可能である（図-1参照）。 

なお、MP 内の使用済燃料の搬送操作は、想定される不具合事象とその処置

対策を事前に検討することで、可能な限り使用済燃料の搬出へ影響を及ぼす

ことがないように実施する。 

3.使用済燃料の搬送に係る対策等

使用済燃料の MP内の搬送に当たっては、より確実に作業を進めるために以

下の対策を行う。 

（1）燃料カスククレーンの吊荷の落下防止対策

輸送容器は重量物であり仮に落下した場合には、輸送容器の回収を含め

施設の復旧に相当な時間を要することになる。このため、燃料カスククレ

ーンのワイヤロープを 2重化し、輸送容器の落下を防止する（図-2参照）。 

（2）燃料取出しプールクレーンの操作性の向上対策等

使用済燃料を輸送容器へ装荷する際には、使用済燃料と輸送容器のバス

ケットとのクリアランスが狭く、燃料取出しプールクレーンの操作にこれ

まで以上の精度が求められる。このため、当該クレーンの走行部及び横行

【添付資料－１】 
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部の車輪を駆動させる電動機にインバーター制御を付加するとともに、当

該クレーンの位置を検出する機器を取り付けることで操作性を向上させ

る（図-3）。 

 

4.使用済燃料の搬送中に想定される事故について 

4.1 想定される事故の選定 

使用済燃料は、燃料貯蔵プールクレーン（図-4参照）、燃料取出しプール

クレーン（図-3 参照）及び燃料カスククレーン（図-2参照）を用いて搬送

する。それら使用済燃料の搬出時において放射性物質の放出事象が起こり

うる事故を選定した（表-1参照）。 

燃料カスククレーン等の搬送設備には電磁ブレーキが装備され、電源遮

断時にも使用済燃料等を把持する構造であるものの、燃料取出しプールク

レーンでは、単一故障（チェーン破損）による使用済燃料の落下の可能性が

あり、その場合には使用済燃料が損傷し放射性物質を放出するおそれがあ

ることから、「使用済燃料 1体の落下損傷」を想定される事故として選定し、

その影響について確認した。 

 

4.2 環境への影響評価結果 

4.1 項の事故時に、落下した使用済燃料の燃料棒が破損して燃料棒内に

存在する核分裂生成物が大気中に放出されることを想定し、大気中への核

分裂生成物の放出量から周辺公衆の実効線量を評価した。 

その結果、再処理施設の周辺監視区域における実効線量は約 4.6×10-3 

μSvであり、周辺の公衆に与える放射線被ばく上の影響は少ない。 

当該結果については、再処理事業指定申請書「添付書類 8 再処理施設の

操作上の過失、機械又は装置の故障、浸水、地震、火災等があった場合に

発生すると想定される再処理施設の事故の種類、程度、影響等に関する説

明書」で想定した事故の評価結果に包含される。 

以 上 
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・既設イコライザーシーブ※1をイコライザービーム※2へ変更し、既存のワイヤロープと同じ径で長さが 1/2 の 2 本のワイヤ

ロープで吊荷を保持することで、大規模な改造工事を必要とせずにワイヤロープの 2重化を行う。 

※1 ワイヤロープの巻上/巻下時に左右のワイヤロープの長さの違いをシーブ（滑車）の回転で吸収する。 

※2 ワイヤロープの巻上/巻下時に左右のワイヤロープの長さの違いをビームのストロークで吸収する。 

 

図-2 燃料カスククレーンのワイヤロープ 2重化の概要図  
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図-3 燃料取出しプールクレーンの交換部品対象概要図  
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参考 1 

使用済燃料搬出に係る搬送操作等と既往の許認可との関係について 

 

1.はじめに 

分離精製工場の受入れ・貯蔵施設に貯蔵している使用済燃料については、受入れ・貯蔵

施設の搬送設備を用いて施設外へ搬出する計画である。使用済燃料の搬送操作は、既設設

備を用い、使用済燃料の受入れ時の流れと逆の流れで実施する。また、使用済燃料の搬出

には乾式輸送容器を使用し、受入れ時に使用していた湿式輸送容器から変更となる。これ

らを踏まえて、使用済燃料搬出に係る搬送操作等と既往の許認可との関係について整理

した。 

 

2.使用済燃料の搬出で行う操作の整理 

使用済燃料搬出に伴う搬送操作等については、使用済燃料の受入れ時と同様な操作（既

往の許認可の範囲内の操作）と使用済燃料搬出に伴う特有な操作に分類する。使用済燃料

搬出に伴う特有な操作については、既設設備への影響等からその安全性を評価する。 

A：使用済燃料受入れ時と同様な操作（既往の許認可の範囲内の操作） 

B：使用済燃料搬出に伴う特有な操作 

上記に基づき、使用済燃料搬出に伴う操作の分類表を表-1に示す。 

 

3.まとめ 

使用済燃料搬出に伴う操作の殆どは、使用済燃料の受入れ時と同様な操作（既往の許認

可の範囲内の操作）である。使用済燃料搬出に伴う特有な操作は、乾式輸送容器の取扱い

に伴う真空乾燥操作のみである。 

真空乾燥操作は可搬式の真空乾燥装置により輸送容器内部のプール水排水後にカスク

除染室※1 で行う。真空乾燥に伴う排水及び排気はカスク除染室の既設設備を用いて実施

可能であり、カスク除染室の既設設備（ドリップトレイ及び排気ダクト）等の改造は伴わ

ない。 

以上のことから、真空乾燥装置は既設設備への影響がないよう設置可能であり、真空乾

燥操作は安全に実施可能と考える。 

 

※1 湿式輸送容器（使用済燃料）の受入れ時に湿式輸送容器の内部水を排水し、湿式輸送容器の施設外

へ搬出時に湿式輸送容器を開放して内部点検を行う区域であり、輸送容器内の汚染した排水及び排

気を取扱う区域である。 

以上 
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分類 

A：使用済燃料の受入れ時と同様な操作（既往の認可の範囲内の操作） 

B：使用済燃料搬出に伴う特有な操作 

表-1 使用済燃料搬出に伴う操作の分類表 

使用済燃料搬出に伴う主な搬送操作等の内容 

（ ）：操作場所 

使用済燃料受入れと同様な搬送操作等の内容 

（ ）：操作場所 

分

類 
備考 

輸
送
容
器
の
受
入
れ
に
伴
う
操
作 

空の乾式輸送容器の受入れ 使用済燃料を装荷した湿式輸送容器の受入れ A － 

燃料カスククレーンによる空の乾式輸送容

器の搬送（トラックエアロック、クレーンホ

ール、カスク除染室及び燃料取出しプール） 

使用済燃料を装荷した湿式輸送容器の燃料カス

ククレーンによる搬送（トラックエアロック、ク

レーンホール、カスク除染室及び燃料取出しプー

ル） 

A － 

空の乾式輸送容器への水供給 

（カスク除染室） 

使用済燃料を装荷した湿式輸送容器の内部水の

排水及び水供給（カスク除染室） 
A － 

燃料カスククレーンによる空の乾式輸送容

器の外蓋の取外し及び内蓋の仮止め（カスク

除染室） 

燃料カスククレーンによる使用済燃料を装荷し

た乾式輸送容器の蓋の取外し（燃料取出しプー

ル） 

A － 

燃
料
バ
ス
ケ
ッ
ト
の
搬
送 

燃料貯蔵プールクレーンによる燃料貯蔵バ

スケットの搬送（濃縮ウラン貯蔵プール及び

予備貯蔵プール） 

同左 A － 

燃料取出しプール台車による燃料貯蔵バス

ケットの搬送（予備貯蔵プール、燃料取出し

プール） 

同左 A － 

燃料取出しプールクレーンによる燃料貯蔵

バスケットの搬送（燃料取出しプール） 
同左 A － 
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分類 

A：使用済燃料の受入れ時と同様な操作（既往の認可の範囲内の操作） 

B：使用済燃料搬出に伴う特有な操作 

表-1 使用済燃料搬出に伴う操作の分類表 

使用済燃料搬出に伴う主な搬送操作等の内容 

（ ）：操作場所 

使用済燃料受入れと同様な搬送操作等の内容 

（ ）：操作場所 

分

類 
備考 

使
用
済
燃
料
の
搬
送
・
装
荷 

燃料取出しプールクレーンによる使用済燃

料の搬送（燃料取出しプール） 
同左 A － 

乾式輸送容器への使用済燃料の装荷 

（燃料取出しプール） 

燃料貯蔵バスケットの水密コンテナへの使用済

燃料の挿入（燃料取出しプール） 
A 

乾式輸送容器への使用済燃料の装

荷に当たっては、より確実に実施す

るため燃料取出しプールクレーン

の操作性向上を目的とした設備更

新（インバータ制御のモータへ交換

等）を行う。許認可の扱いについて

は別紙 1 参照。 

輸
送
容
器
の
搬
出
に
伴
う
操
作 

燃料カスククレーンによる使用済燃料を装

荷した乾式輸送容器の搬送（トラックエアロ

ック、クレーンホール、カスク除染室及び燃

料取出しプール） 

燃料カスククレーンによる空の湿式輸送容器の

搬送（トラックエアロック、クレーンホール、カ

スク除染室及び燃料取出しプール） 

A 

乾式輸送容器（使用済燃料を含む。）

を落下させないために吊ワイヤを 2

重化する設備改造を行う。 

使用済燃料を装荷した乾式輸送容器の除染

（カスク除染室） 
空の湿式輸送容器の除染（カスク除染室） A － 

使用済燃料を装荷した乾式輸送容器内部水

の排水（カスク除染室） 

空の湿式輸送容器の内部水の排水（カスク除染

室） 
A － 

使用済燃料を装荷した乾式輸送容器の真空

乾燥（カスク除染室） 
－ B 

真空乾燥（排水及び排気）はカス

ク除染室の既設設備（ドリップト

レイ及び排気ダクト）を用いて実

施し、既設設備を改造することな

く実施する。許認可の扱いについ

ては別紙 2参照。 

使用済燃料を装荷した乾式輸送容器の施設

外への搬出（トラックエアロック） 

空の湿式輸送容器の施設外への搬出（トラックエ

アロック） 
A － 
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別冊 1-1 

使用済燃料の搬出方法について 

参考2
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1.使用済燃料の搬出に係る基本方針

核燃料サイクル工学研究所 再処理施設（以下「再処理施設」という。）の分離精

製工場（MP）の受入れ・貯蔵施設に貯蔵している使用済燃料は，施設の廃止に向け

て全量搬出する。使用済燃料の施設外への搬出は，既存設備及び乾式輸送容器を用

い，設備整備及び操作訓練を行った上で実施する。

使用済燃料の搬出に当たっては，未臨界維持，貯蔵，遮へい，除熱及び浄化の各

機能の維持管理を継続しつつ，確実に使用済燃料の搬出を行うことで再処理施設の

リスクを低減する。

2.具体的な方法

使用済燃料は，核燃料輸送設計承認（原規規発第 2105132号）を受けた乾式輸送

容器（TN JA型：最大輸送物重量約 73トン（前部及び後部衝撃吸収カバーを除く。）。

以下「輸送容器」という。）を用いて搬出する。当該輸送容器の総重量は，再処理施

設において使用済燃料の受入れに使用してきた湿式輸送容器（HZ-75T：最大輸送物

重量約 76.5 トン（上部緩衝体を除く。））の内数であり，既存設備の燃料カスクク

レーン（搬送能力約 110トン）で取り扱うことができる。使用済燃料の分離精製工

場（MP）内の搬送は，使用済燃料の受入れの流れとは逆の流れとなるものの，既存

設備の通常の操作の範囲内で実施可能である。 

以下に使用済燃料の搬出に係る具体的な操作の流れを示す。 

（1）輸送容器の搬入操作の流れ（図 1）

輸送容器は，施設外で前部及び後部の衝撃吸収カバーが取り外され，架台に

格納された状態で，運搬車により，分離精製工場（MP）トラックエアロック（W1120）

に運びこむ。輸送容器は，燃料カスククレーンによりカスク除染室（A0110）の

カスク除染架台へ搬送する。

カスク除染架台の輸送容器は，二次蓋（外蓋）及び一次蓋（内蓋）を取外し受

入れ検査等を行った後，一次蓋（内蓋）を仮止めする。輸送容器は，燃料カスク

クレーンによりカスク除染室（A0110）のキャスクパット上のカスクアダプタ・

二次容器（以下「二次容器」という。）に収納する。二次容器（輸送容器を含む。）

は，燃料カスククレーンによりカスク除染架台に搬送した後，輸送容器内に純

水を満たすとともに，輸送容器の上部と二次容器の間に汚染防止用のシール材

を取り付ける。 

カスク除染架台の二次容器（輸送容器を含む。）は，燃料カスククレーンによ

り燃料取出しプール（R0102）の浅部へ搬送してカスクアダプタ・ガイドⅠ（以

下「ガイドⅠ」という。）に設置し，燃料カスククレーンの吊具を付け替えた後

に燃料取出しプール（R0102）の深部へ搬送してカスクアダプタ・ガイドⅡ（以

下「ガイドⅡ」という。）に格納する。その後，輸送容器の一次蓋（内蓋）を燃

料カスククレーンにより取り外す。 
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（2）濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットの搬送及び使用済燃料装荷の流れ（図 2）

使用済燃料は，分離精製工場（MP）の濃縮ウラン貯蔵プール（R0107）又は予

備貯蔵プール（R0101）の燃料バスケット貯蔵架に格納する低濃縮ウラン燃料貯

蔵バスケットの水密コンテナに収納されている。低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケ

ットは最大 8体の使用済燃料が収納できる。 

使用済燃料を収納した低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットは，燃料貯蔵プール

クレーンにより予備貯蔵プール（R0101）に待機させた燃料取出しプール台車に

乗せ，燃料取出しプール（R0102）へ搬送する。燃料取出しプール（R0102）に搬

送した低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットは，燃料取出しプールクレーンにより

燃料取出しプール（R0102）の深部へ搬送し，燃料バスケット一時貯蔵架に格納

して低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットの水密コンテナの蓋を取り外す。 

低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットの水密コンテナ内の使用済燃料は，燃料取

出しプールクレーンにより 1 体ごと取り出して，ガイドⅡに格納した輸送容器

に装荷する。 

使用済燃料を取り出した低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットは，燃料取出しプ

ールクレーンを用いて燃料バスケット一時貯蔵架から燃料取出しプール（R0102）

の燃料取出しプール台車へ，燃料取出しプール台車を用いて予備貯蔵プール

（R0101）へ搬送し，燃料貯蔵プールクレーンにより濃縮ウラン貯蔵プール

（R0107）又は予備貯蔵プール（R0101）の燃料バスケット貯蔵架に格納する。 

上記の低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットの搬送及び使用済燃料の輸送容器へ

の装荷を繰り返し，輸送容器に最大 32体の使用済燃料を装荷する。 

（3）輸送容器の搬出操作の流れ（図 3）

燃料取出しプール（R0102）の深部において，ガイドⅡに格納した使用済燃料

を装荷した輸送容器には燃料カスククレーンにより一次蓋（内蓋）を仮止めす

る。二次容器（使用済燃料を装荷した輸送容器を含む。）は，燃料カスククレー

ンにより燃料取出しプール（R0102）の浅部に搬送してガイドⅠに設置し，吊具

を付け替えた後にカスク除染室（A0110）へ搬送してカスク除染架台に格納する。 

カスク除染架台の二次容器（使用済燃料を装荷した輸送容器を含む。）は，汚

染防止用のシール材を取り外し，輸送容器の上部の除染，一次蓋（内蓋）の取付

けを行った後，燃料カスククレーンによりカスク除染室（A0110）のキャスクパ

ット上に設置する。その後，二次容器内の輸送容器（使用済燃料を含む。）は，

燃料カスククレーンによりカスク除染室（A0110）のカスク除染架台に格納し，

輸送容器内部水の排水，真空乾燥装置による内部乾燥，ヘリウムガスの充填等

を行った後に二次蓋（外蓋）を取り付ける。 

輸送容器（使用済燃料を含む。）は，燃料カスククレーンによりトラックエア

ロック（W1120）に搬送し，運搬車に設置した架台に格納して建家外へ搬出する。

なお，必要に応じて，輸送容器（使用済燃料を含む。）はクレーンホール（G1124）

のカスク一時置場において架台へ格納した状態で保管する。 
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3.使用済燃料の搬送に係る対策等

使用済燃料の分離精製工場（MP）内における搬送に当たっては，確実に使用済

燃料の施設外への搬出を進めるために以下の対策を行う。 

（1）燃料カスククレーンの吊荷の落下防止対策

輸送容器は重量物であり仮に落下した場合には，輸送容器の回収を含め施設

の復旧に相当な時間を要することになる。燃料カスククレーンのワイヤロープ

を 2重化し，輸送容器の落下を防止する。 

（2）燃料取出しプールクレーンの操作性の向上対策等

使用済燃料を輸送容器へ装荷する際には，使用済燃料と輸送容器のバスケッ

トとのクリアランスが狭く，燃料取出しプールクレーンの操作に，これまで以

上の精度が求められる。このため，当該クレーンの走行部及び横行部の車輪を

駆動させる電動機についてはインバーター制御方式の電動機へ変更して操作性

を向上させ，当該クレーンの位置を検出する機器を取り付ける。また，使用済燃

料の状態を監視できるように荷重計を取付ける。 

4.使用済燃料の搬送作業中に想定される事故について

4.1 想定される事故の選定

使用済燃料は，燃料貯蔵プールクレーン，燃料取出しプールクレーン及び燃料

カスククレーンを用いて搬送する。また，使用済燃料は，直接搬送する場合と輸

送容器等に装荷した状態で搬送する場合があることから，それらのケースに分類

し，放射性物質の放出事象が起こり得る事故を選定する。 

（1）低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットによる使用済燃料の搬送

低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットは燃料貯蔵プールクレーン又は燃料取

出しプールクレーンにより搬送を行う。 

燃料取出しプールクレーンのバスケットつかみ具の昇降用ワイヤは 2 重

化されており昇降用モータには電磁ブレーキが装備され，バスケットつかみ

具は電源遮断時にも低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットを把持する構造であ

ることから，昇降用ワイヤ 1本の破断又は電源喪失に伴い低濃縮ウラン燃料

貯蔵バスケットが落下することはない。 

一方，燃料貯蔵プールクレーンについては，燃料取出しプールクレーンと

同じく電源遮断時に低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットを把持する構造であ

るものの，バスケットつかみ具の昇降用ワイヤは 1重であり，昇降用のワイ

ヤ破断により低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケットが落下することになるが，吊

り上げ高さが最大で約 80 ㎝程度であり，仮に低濃縮ウラン燃料貯蔵バスケ

ットが落下しても使用済燃料は損傷せず，放射性物質の有意な放出には至ら

ない。 
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（2）使用済燃料の搬送

使用済燃料の搬送は燃料取出しプールクレーンのホイストに取り付けた

燃料つかみ具により行う。ホイストには電磁ブレーキが装備され，燃料つか

み具は電源遮断時にも使用済燃料を把持する構造であることから電源喪失

に伴い使用済燃料が落下することはない。ホイストのチェーンは十分な安全

係数を有しているものの，仮に破断した場合には使用済燃料が落下し，破損

するおそれがある。 

（3）輸送容器による使用済燃料の搬送

輸送容器は燃料カスククレーンにより搬送を行う。燃料カスククレーンの

ワイヤロープは 2重化を図ること，吊荷の昇降用モータには電磁ブレーキが

装備され電源遮断時にも輸送容器が把持される構造であることから，ワイヤ

ロープ 1 本の破断又は電源喪失に伴い吊荷である輸送容器が落下すること

はない。 

以上のとおり，燃料カスククレーン等の搬送設備には吊荷の落下防止対策を施

しており，使用済燃料を落下させるおそれはないが，燃料取出しプールクレーン

により使用済燃料を搬送する際に，ホイストのチェーンの単一故障により落下さ

せた場合には，使用済燃料が破損し放射性物質を放出する可能性があることから，

「使用済燃料 1体の落下損傷」を想定される事故として選定し，その影響につい

て確認する。 

4.2 事故解析 

燃料取出しプールクレーンのホイストのチェーンの単一故障により使用済燃

料 1体が落下し，落下した使用済燃料の燃料棒が破損して燃料棒内に存在する核

分裂生成物が大気中に放出されることを想定し，大気中への核分裂生成物の放出

量から周辺公衆の実効線量を評価する。 

別添 1 に「使用済燃料 1 体の落下損傷による周辺公衆に対する放射線被ばく影

響評価」を示す。 

評価の結果，使用済燃料の搬送作業中における想定される事故が発生した場合

の再処理施設の周辺監視区域における実効線量は約 4.6×10-3 μSv であり，周辺

の公衆に与える放射線被ばく上の影響は少ない。 

当該結果は，再処理事業指定申請書「添付書類 8 再処理施設の操作上の過失，

機械又は装置の故障，浸水，地震，火災等があった場合に発生すると想定される再

処理施設の事故の種類，程度，影響等に関する説明書」で想定した事故の評価結果

に包含される。 
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図 1 輸送容器の搬入操作の流れ 

< 131 >







別添 1 

使用済燃料 1体の落下損傷による周辺公衆に対する 

放射線被ばく影響評価 
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1. 概要

分離精製工場（MP）に貯蔵している新型転換炉原型炉使用済燃料（以下「ATR燃料」

という。）265 体（低濃縮ウラン燃料 112 体及びウラン・プルトニウム混合酸化物燃

料 153 体）の搬送作業において，燃料取出しプールクレーンの単一故障により当該

ATR 燃料が落下し，損傷した場合の周辺公衆の実効線量を評価した。 

その結果，周辺公衆に対して有意な被ばく影響がないことを確認した。 

2. 想定される事故

別冊 1-1「4.使用済燃料の搬送作業中に想定される事故について」にて示したとお

り，分離精製工場（MP）の燃料取出しプールでの ATR 燃料の搬送作業中における，燃

料取出しプールクレーンの単一故障による当該 ATR 燃料の落下，燃料被覆管の損傷

を想定する。 

燃料被覆管の損傷により核分裂生成物（希ガス及び揮発性物質）がプール水内に

放出され，クレーンホール（G1124）内に移行し，建家換気系を経由して主排気筒か

ら大気中に放出される。 

3. 評価条件

（1）希ガス及び揮発性物質の放射能量

評価対象核種は，希ガスのクリプトン-85（Kr-85，半減期 10.8 年）及び揮

発性物質のヨウ素-129（I-129，半減期 1.57×107 年）とした。 

なお，その他の希ガスであるキセノン-131（Xe-131，半減期約 12 日）及び

キセノン-133（Xe-133，半減期 約 5 日）並びに揮発性物質のヨウ素-131（I-

131，半減期 約 8 日）は，ATR 燃料の冷却日数が長く放射能量が減衰している

ため評価対象外とした。 

評価に用いた核分裂生成物の放射能量は，全ての ATR 燃料（265体）につい

て 2022年 4月 1日時点の冷却日数を考慮した ORIGEN 計算を行い，それら ATR

燃料に含まれる Kr-85及び I-129が最大となるものを用いた（表-1参照）。 

（2）核分裂生成物の移行率

評価対象核種の移行率は以下のように設定した。 

① ATR燃料の破損により放出された Kr-85 は，全量がプール水中に拡散し，更

に分離精製工場（MP）のクレーンホール（G1124）の空気中へ放出される。

② ATR燃料の破損により放出された I-129 は，プール水による除染係数 1001）

を考慮し，1/100が分離精製工場（MP）のクレーンホール（G1124）の空気中

へ放出される。

③ クレーンホール（G1124）の空気中へ放出された Kr-85及び I-129 は，分離
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精製工場（MP）の建家換気系を経由し，全量が主排気筒より大気中へ放出さ

れる（除染係数は 1とする。）。 

4. 評価方法

（1）線量の評価項目

Kr-85 については放射性雲からの γ 線及び β 線に起因する外部被ばくによる

実効線量を評価した。I-129 については吸入摂取に起因する内部被ばくによる実

効線量を評価した。 

（2）相対線量及び相対濃度

被ばく評価に用いる相対濃度及び相対線量は，発電用原子炉施設の安全解析に

関する気象指針 2）に従い設定するものとし，2005 年から 2015 年までの間の核燃

料サイクル工学研究所で観測した気象統計データのうち，異常年でない 2013年の

1年間における気象観測結果から求めた。 

本評価は，地震等の外部事象発生時ではなく，ATR 燃料の搬送作業中における

単一故障により ATR 燃料が落下し，燃料被覆管が損傷することを想定している。

よって，分離精製工場の建家換気系の安全機能は維持されており，周辺監視区域

境界（主排気筒中心 16方位）における相対線量及び相対濃度は，主排気筒（吹き

上げあり）を放出源とし，実効放出継続時間 1時間の値を用いて評価した。 

本評価に用いた相対線量及び相対濃度を表-2に示す。 

（3）計算方法

想定事故による一般公衆の被ばく線量は，以下の評価式により算出した。

①Kr-85の放射性雲からの γ線に起因する外部被ばくによる実効線量

Hγ＝K×Qγ/DF/C×（D/Q） 

ここで， 

Hγ ：放射性雲からのγ線による外部被ばく実効線量（mSv） 

K ：空気カーマから実効線量への換算係数 3） 1（Sv/Gy） 

Qγ ：γ 線換算総放出量（MeV・Bq/dis） 

Qγ＝QKr×Kr-85のγ線実効エネルギー4）0.0022（MeV/dis） 

QKr：Kr-85の放射能量 8.89×1012（Bq） 

DF ：クリプトンの水中での除染係数 1（－） 

C ：相対線量の評価に用いたγ線実効エネルギー 0.5（MeV/dis） 

D/Q ：評価点における相対線量 9.02×10-17（mGy/Bq） 
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②Kr-85の放射性雲からの β線に起因する外部被ばくによる実効線量

Hβ＝Wｔ×Kβ×QKr/DF×（χ/Q） 

ここで， 

Hβ ：放射性雲からのβ線による外部被ばく実効線量（mSv） 

Wt ：皮膚の組織加重係数 5） 0.01（－） 

Kβ ：半無限雲中の Kr-85からのβ線外部被ばくによる皮膚の等 

価線量への換算係数 6） 1.31×10-11（(mSv/s）/（Bq/m3）) 

QKr ：Kr-85の放射能量 8.89×1012（Bq） 

DF ：クリプトンの水中での除染係数 1（－） 

χ/Q ：評価点における相対濃度 9.27×10-7（ｓ/m3） 

③I-129の吸入摂取に起因する内部被ばくによる実効線量

HI＝KI×Ma×QI/DF×（χ/Q） 

ここで， 

HI ：I-129の吸入摂取による実効線量（mSv） 

KI ：I-129の吸入摂取による実効線量係数 7）（mSv/Bq） 

成人 6.6×10-5（mSv/Bq） 

Ma ：呼吸率 3）（m3/s）

成人 3.33×10-4（m3/s） 

QI ：I-129の放射能量 1.29×108（Bq） 

DF ：ヨウ素の水中での除染係数 1001）（－） 

χ/Q ：評価点における相対濃度 9.27×10-7（ｓ/m3） 

5. 評価結果

Kr-85 の放射性雲からの γ 線及び β 線に起因する実効線量は周辺監視区域境界

において，それぞれ約 3.5×10-6 mSv（γ線による実効線量）及び約 1.1×10-6 mSv

（β 線による実効線量）であった。また，成人の I-129 の吸入摂取に起因する内部

被ばくによる実効線量は約 2.6×10-8 mSv となった。 

これらの結果より，実効線量の最大値は約 4.6×10-6 mSv（約 4.6×10-3 μSv）と

なる。 

以 上 
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表-1 使用済燃料に残存する核分裂生成物量（希ガス及び揮発性物質） 

燃料形式 
低濃縮ウラン燃料 

（ATR-UO2） 

ウラン・プルトニウム混合

酸化物燃料 

（ATR-MOX タイプ B） 

初期核分裂物質量 [wt％] 
1.9 

（U-235） 

2.0 

（U-235+Pu-239+Pu-241） 

燃焼度[MWD/tU] 18,741 19,617 

比出力[MW/tU] 16.3 19.8 

冷却日数 

（2022 年 4月 1日時点） 
6,942 11,644 

クリプトン-85（Kr-85）

の放射能量[Bq] 
8.89×1012 2.79×1012 

ヨウ素-129（I-129）

の放射能量[Bq]
9.70×107 1.29×108 

評価では下線の値を使用 

表-2 相対線量及び相対濃度の最大値 

放出源 

（吹き上げあり） 

相対線量 相対濃度 

方位 
距離 

[m] 

D/Q 

[mGy/Bq] 
方位 

距離 

[m] 

χ/Q 

[s/m3] 

主排気筒 西南西 410 9.02×10-17 南西 560 9.27×10-7 
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参考資料 

使用済燃料の搬送に向けた準備について 
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1.体制の整備

使用済燃料の分離精製工場（MP）内における搬送は，施設管理部長の下，前処理施設課

長が実施する。前処理施設課長は，クレーン操作の有資格者を含め各操作に必要な要員を

確保する。 

2.設備点検及び不具合に対する対応

使用済燃料の分離精製工場（MP）内における搬送に用いる設備は，高経年化により考え

られる不具合を考慮した設備点検及び整備を行う。また，設備に不具合等が発生しても，

予備機への切替え，予備品への交換又は設備補修を行うことにより，可能な限り使用済燃

料の搬出計画へ影響を及ぼすことがないように実施する。 

使用済燃料の搬送において想定される不具合事象については，以下に示す考え方に従い

過去に経験した故障等を踏まえて抽出し，その対処方法を整理した（表-1 参照）。 

（1）対象設備

分離精製工場（MP）受入れ・貯蔵施設の設備のうち，使用済燃料の搬送に用いる設備

を対象とする。

なお，ユーティリティ，プール水処理系統，建家換気系統の設備等については，使用

済燃料の搬出操作によらず，常時，設備維持を継続していること，設計において予備系

統が設置されており，予備系統への切り替え等により安全機能を維持できることから

対象設備から除外する。 

（2）不具合事象の抽出

対象設備に対して，使用済燃料の搬送時に行う操作項目，その操作に伴い発生が想定

できる不具合事象及び想定される要因について抽出する。

（3）不具合事象の要因の検知及び早期復旧に向けた対応

現状の設備点検（年次，四半期，月例又は使用前）により早期に不具合事象を検知で

きるかを確認し，必要に応じて追加の点検を行う。また，仮に不具合事象が発生した場

合，容易に交換でき，速やかに復旧できるものについては必要に応じて予備品を確保す

るなどの対応を行う。

（4）使用済燃料を搬送中に不具合事象が発生した場合の処置

搬送中に不具合事象を検知した場合の処置方法及び処置に要する期間を記載する。

3. 教育訓練

要員の力量や役割に応じた座学並びに輸送容器及び模擬使用済燃料を用いた操作訓練に

より適切に教育及び訓練を実施する。

以 上
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【添付資料－１－１】

分離精製工場における燃料カスククレーンのワイヤロープ 2重化等について 

分離精製工場における使用済燃料の搬送作業をより確実に進めるため、輸送容器の

搬送に用いる燃料カスククレーンのワイヤロープを 2重化し、輸送容器の落下を防止

する設備対策を行う。合わせて、燃料カスククレーンの付属品（エクステンションア

ーム及び輸送容器（TN JA 型）用吊具）の製作を行う。以下に概要を示す。 

（1）燃料カスククレーンのワイヤロープ 2重化

燃料カスククレーンは、安全対策としてワイヤロープを既設と同等の強度を有す

るワイヤロープ 2 本（既設の長さの 1/2）に更新する。また、2 本のワイヤロープ

の長さの違いを吸収できるようイコライザー装置を更新する（図-1）。

（2）エクステンションアームの更新

燃料カスククレーンはワイヤロープ 2 重化により主巻揚程が 0.6 m 短くなるた

め、燃料カスククレーンの汚染を防止するエクステンションアームについて、材料

及び形状を変えずに 0.6 m短尺化したものを新たに製作する。

（3）輸送容器（TN JA型）用吊具の製作

使用済燃料の搬出に使用する輸送容器（TN JA 型）用の吊具を新たに製作する。 

図-1 燃料カスククレーンのワイヤロープ 2重化の概要図 

以 上 
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【添付資料－２】

安全対策の進捗に応じた廃止措置計画の変更申請及び 

保全に係る設計及び工事の計画の申請の概要について 

1. 安全対策の進捗に応じた廃止措置計画の変更申請

1.1 再処理施設保全区域の変更 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟に

おける高放射性廃液の蒸発乾固の発生防止のためにプルトニウム転換施設（PCDF）管理棟駐

車場を地盤改良して事故対処設備を配置することとしたため，これらの範囲を含むように保

全区域を拡張する。（図 1） 

図 1 保全区域の変更 

1.2 性能維持施設の追加 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の

安全対策に係る施設については令和 3年 6 月 29 日（令和 3年 10月 5 日認可）の変更認可申

請において廃止措置期間中に性能を維持すべき施設（性能維持施設）に加えたが，火災・溢

水に対する安全対策を詳細化して設計及び工事の計画を申請（令和 3年 9月 30日）したこと

から，これらの安全対策施設についても性能維持施設に追加する。併せて，令和 3年 9月 30
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日の変更申請で示した事故対処におけるアクセスルートの改善内容に基づき一部の事故対処

設備を増強したことからその内容を性能維持施設に反映する。（表 1） 

表 1 安全対策に係る性能維持施設の追加（下線部が今回の申請で追加した事項） 

安全対策 性能維持施設を申請した廃止措置計画申請 

地震による損傷の防止 ・平成 29 年 6 月 30 日申請（平成 30 年 2 月 28日及び平成 30 年 6月 5 日一部補正，

平成 30 年 6月 13 日認可）

津波による損傷の防止 ・既設設備（緊急安全対策設備）については平成 29 年 6 月 30 日申請（平成 30 年 2

月 28日及び平成 30年 6 月 5日一部補正，平成 30年 6 月 13 日認可）

・新規設置設備については令和 3年 6 月 29 日申請（令和 3年 10 月 5 日認可）

竜巻による損傷の防止 ・令和 3年 6月 29日申請（令和 3年 10月 5 日認可）

火災等による損傷の防止 ・令和 4年 6月 30日申請

溢水による損傷の防止 ・令和 4年 6月 30日申請

制御室の居住性維持 ・令和 3年 6月 29日申請（令和 3年 10月 5 日認可）

事故対処 ・既配備設備（緊急安全対策設備）については平成 29 年 6 月 30 日申請（平成 30 年

2月 28日及び平成 30年 6 月 5日一部補正，平成 30年 6月 13日認可）

・新規配備設備については令和 3年 6 月 29 日申請（令和 3年 10 月 5 日認可）

・アクセスルートの改善に伴う更新について令和 4 年 6月 30 日申請

2. 再処理施設の保全に係る設計及び工事の計画の申請

2.1 ガラス固化技術開発施設（TVF）の固化セルのインセルクーラの電動機ユニットの交換 

令和 4 年 2 月 14 日（ガラス固化処理運転は停止中）にガラス固化技術開発施設（TVF）ガ

ラス固化技術開発棟の固化セル内に設置しているインセルクーラ(G43H11)の 2 台のファンの

うちの 1 台(G43H11.2)が停止する事象が発生したため，当該ファンの構成品である電動機ユ

ニットを既設と同等のものと交換する。（図 2）

インセルクーラは固化セル換気系設備のひとつで，固化セル雰囲気の除熱を行うものであ

り，固化セルの温度をインセルクーラの運転台数を切り換えることで一定に維持し，固化セ

ル内の負圧に影響しないようにしている。固化セル内にはインセルクーラ 10台が設置されて

いることから，1台の停止により安全機能の維持に影響を及ぼすことはない。 

なお，応急措置として，当該ファンの構成品である電動機ユニットを既設と同等のものに

交換し，令和 4 年 4 月 4 日に仮復旧している。今後，当申請の認可が得られ次第，改めて使

用前自主検査を行い，本復旧とする。 
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図 2 インセルクーラの概要 

2.2 分離精製工場，高放射性廃液貯蔵場等への浄水供給配管の一部更新 

再処理施設のユーティリティ設備のうち，分離精製工場，高放射性廃液貯蔵場等へ消火用

等の浄水を供給する配管（耐震分類 C類）の一部については，現在進めている高放射性廃液

貯蔵場（HAW）の竜巻防護対策，津波防護柵の設置及び高放射性廃液貯蔵場（HAW）南側の地

盤改良の工事区域内に埋設されている。埋設配管の干渉による安全対策工事への影響を考慮

し，一部の配管について設置場所を変更することにより当該安全対策工事を円滑に進められ

るようにする。（図 3，図 4） 

更新にあたっては，既設と同等以上の強度及び肉厚を有する配管に更新するとともに，更

新する配管系統には配管の変位に備えて，変位を吸収できる構造となるようにハウジング形

管継手を用いて更新する。 

なお，本工事においては，消火活動に支障が生じないよう，以下の対応を行う。 

・ 既設配管での浄水供給を継続した状態で既設配管の近傍に新設配管を敷設し，既設配

管との繋ぎ込みを行う時のみ供給を停止し，供給停止期間を短くする。

・ 供給停止時においては，高放射性廃液貯蔵場の屋内消火栓及び冷却水補給水に供給が

行える処置を行う。

・ 分離精製工場のグリーン及びアンバー区域の一部の屋内消火栓及び炭酸ガス消火設備

の補給水は，消火器又は近傍の消火栓から供給できるように延長用消防ホースを配備

する。

・ 屋外消火栓は近傍の消火栓から供給できるように延長用消防ホースを配備する。
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図 3 浄水配管系統と今回更新範囲 

図 4 浄水供給配管の一部更新工事と周辺の安全対策工事の工程の関係 
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高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び 

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 

の火災防護対策の取り組み状況について 

 

令和４年8月22日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【概要】 

〇再処理施設 廃止措置計画変更認可申請書（令和 3年 6月 29日申請、令和

3年 10月 5日認可）において示した高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラ

ス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の内部火災対策の基本

方針に基づき、内部火災により重要な安全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱

除去機能）が損なわれないよう、火災の発生防止、火災の感知及び消火並

びに火災の影響軽減を考慮して、ソフト及びハードの両面から火災防護に

係る対策ついて取り組みを進めている。火災防護対策の取り組み状況を示

す。 

〇ハード対策として、設計及び工事の計画に係る廃止措置計画変更認可申請

（令和 3年 9月 30日申請、令和 4年 3月 3日認可）に基づき、工事に向

けて準備を進めている。 

〇ソフト対策として、HAW及び TVFの火災対策に係る訓練（火災発生時の初

期消火対応から予備ケーブルを使用した代替策の実施までの一連の対応）

を実施し有効性を評価するとともに、訓練結果を踏まえた手順書等の改善

を行った。 

〇上記の代替策に係る内容を含めて、火災防護に係るソフト対策（可燃物管

理、防火帯の管理等）について、保安規定の下部規定として東海再処理施

設の「火災防護計画」を令和 4年 6月 30日に定めた。「火災防護計画」に

ついては、今後、定期的な訓練の結果や火災対策工事の進捗を反映しなが

ら、継続的な改善を図っていく。 

【資料３－４】
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高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び 

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の 

火災防護対策の取り組み状況について 

1. はじめに

廃止措置計画変更認可申請（令和 3年 6月 29日申請、令和 3年 10月 5日認可）にお

いて、高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術

開発棟の内部火災対策の基本方針を示した。

【基本方針（概要）】 

火災の発生防止，感知及び消火については，火災防護審査基準に基づき新たに講じる

対策により，重要な安全機能が損なわれることがないよう，火災の発生を防止するとも

に，早期の火災感知及び消火が行えるようにする。 

一方，火災の影響軽減における系統分離対策については，火災防護対象設備の設置状

況を鑑みると審査基準に適合した系統分離が困難な箇所があるため，各現場の状況に

応じて，物理的に設置することができ，かつ機器の保守管理への影響がない範囲で可能

な対策を実施する。 

その上で，火災防護審査基準に沿った対応が不十分な箇所については，以下の対応に

より，火災の影響により重要な安全機能を担う機器が損傷した場合であっても，廃止措

置の上で想定される事故である蒸発乾固の発生に至ることのないようにすることで，

再処理技術基準規則に照らして十分な保安水準を確保する。 

 重要な安全機能を有する設備及び系統が設置されている火災区画には，火災感知

器の追加設置を行うことにより，火災が生じた場合に確実に感知できるようにす

る。

 消火用資機材（消火器，防火服等）の充実や訓練の拡充を行うことにより，初期

消火の確実性を高める。

 再処理施設の廃止措置の上で想定される事故である蒸発乾固の発生に至るまで

に時間裕度（高放射性廃液貯蔵場(HAW)において約 77時間，ガラス固化技術開発

(TVF)ガラス固化技術開発棟において約 56時間（濃縮器の遅延対策に係る時間裕

度として 26時間））があり，重要な安全機能を担う機器が損傷した場合であって

も，時間裕度の中で可搬型設備，予備電源ケーブル等を使用した代替策により必

要な機能を復旧することができるよう，必要な手順及び資機材の整備を行ってい

くとともに，具体的な内容について火災防護計画に示す。

上記の基本方針に基づき、火災により重要な安全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱除去

機能）が損なわれないよう、火災の発生防止、火災の感知及び消火並びに火災の影響軽

減を考慮して、設備面（ハード）及び運用面（ソフト）の両面から火災防護に係る取り

組みを進めている。 
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2. ハード対策の検討状況

 設備面（ハード）については、HAW 及び TVFの火災防護対策に係る廃止措置計画変更

認可申請（設計及び工事の計画）を令和 3年 9月 30日（令和 3年 12月 1日補正）に行

い、令和 4年 3月 3日に認可を取得した。 

 これらのハード対策（火災感知設備の設置、パッケージ型自動消火設備の設置、ケー

ブルの耐火ラッピング等）については、工事の実施に向けて準備を進めている。 

3. ソフト対策の検討状況

（1）代替策 

運用面（ソフト）については、万一、火災によって重要な安全機能に係る給電系統が

損傷した場合に実施する代替策（予備ケーブルを使用した給電機能確保）の手順を具体

化するとともに、火災発生から代替策の実施に至るまでの対応についての訓練（要素訓

練、総合訓練）を実施し、有効性を確認するとともに抽出された課題等を手順書に反映

していくこととしている。 

上記を踏まえ、これまでに HAW及び TVFにおいては、火災対策に係る訓練（要素訓練、

総合訓練）を実施した（表-1参照）。 

要素訓練では、火災発生から代替策に至るまでの対応として、以下の①～④に区切っ

て、各要素での対応手順、追加配備した資機材（消火器、防火服等）の使用方法、対応

時間等について確認した。 

① 火災の発生場所の特定

② 初期消火活動

③ 予備ケーブル敷設用資機材の準備

④ 予備ケーブルの敷設

総合訓練では、各施設内での火災発生時のシナリオに沿って、火災の感知・消火から

代替策の実施に至るまでの一連の動作について確認した。 

HAW 及び TVF の火災対策に係る訓練（要素訓練、総合訓練）の結果概要を別添-1 に示

す。 

訓練の結果、HAW 及び TVF で火災が発生した場合の初期消火対応、火災によって重要

な安全機能に係る給電系統が損傷した場合の代替策による対応（予備ケーブルによる給

電機能確保）について、いずれも廃止措置計画変更認可申請で示したタイムチャート内

で対応可能であり、現場における一連の動作が有効に機能することを確認した。 

訓練における反省・意見を踏まえて、作業手順書への反映等の改善を行った上で、代

替策に係る手順書を火災防護計画の下部規定として定めた。 

また、今後、継続的に関係者に火災対策に係る教育・訓練を実施し、火災発生時の対

応能力の向上及び習熟を図っていく。 
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（2）火災防護計画 

東海再処理施設の火災防護計画について、先行施設の事例等を参考にして検討を行い、

保安規定の下部規定（センター規則）として制定する（令和 4年 6月 30日制定・施行）。 

火災防護計画は、東海再処理施設において実施される火災防護対策を適切に行うため

の包括的なプログラムであり、東海再処理施設全体を対象とした火災防護のために必要

な事項（火災防護に係る組織、火災予防活動・消火活動、資機材の配備・保守管理、内

部火災防護対策、外部火災防護対策（防火帯の管理等）、教育・訓練等）を体系的に定め

たものである。 

また、火災防護計画には再処理施設における火災防護対策を実施するために必要な手

順（可燃物の持込み管理、火災時の対応、予備ケーブルを用いた代替策、防火帯の管理、

森林火災発生時の対応、燃料輸送車両の防火管理、敷地内外の植生の確認、大規模火災

時の対応等）の整備について定めている。 

火災防護計画については、今後、定期的な訓練の結果や安全対策工事の進捗等を反映

しながら、継続的に改善を図っていく計画である。 

以 上 
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HAW及び TVFの火災対策に係る訓練結果 概要 

1. 概要

HAW及び TVF火災対策に係る対応の一環として、施設内で火災が発生したとの想定の

下で、初期消火対応を確認するとともに火災によって重要な安全機能に係る給電系統

が損傷した場合の代替策による対応（予備ケーブルによる給電機能確保）について現場

における一連の動作を確認するため、訓練（要素訓練、総合訓練）を実施した。 

訓練内容及び結果の概要を以下に示す。 

2. 訓練内容

（1）要素訓練 

要素訓練では、火災発生から代替策に至るまでの対応を要素（①火災の発生場所の特

定、②初期消火活動、③予備ケーブル敷設用資機材の準備、④予備ケーブルの敷設）に

区切って、各要素での対応手順、資機材の使用方法、対応時間について確認した。 

①火災の発生場所の特定

火災警報の発報を受け、運転員が常駐している制御室の火災受信器盤の表示か

ら発報した火災区画を確認し、運転員が実際に現場を赴き火災の発生個所を特定

する。訓練の際は、火災受信機の表示等により火災発生区画を特定する手順を確認

するとともに、運転員が現場への移動に要する時間を確認する。 

②初期消火活動の実施

初期消火活動を実施するため、各所に配備した消火用資機材（消火器、防火服等）

を準備する。また、火災による煙の影響が懸念される場合を想定し、可搬式排煙機

及びサーモグラフィを準備し消火活動が可能な体制を整える。その後、消火器及び

屋内消火栓による模擬消火操作を実施する。訓練の際は、資機材の保管場所及び使

用方法を確認するとともに、資機材の準備から初期消火の開始までに要する時間

を確認する。 

③予備ケーブル敷設用資機材の準備

予備ケーブルの敷設作業を実施するため、予備ケーブル、ドラムローラー、ケー

ブルコロ等の資機材を保管場所から予備ケーブル敷設予定の区画へ運搬する。訓

練の際は、資機材の保管場所及び運搬に関する注意点を確認するとともに、資機材

の運搬に要する時間を確認する。 

④予備ケーブルの敷設

予備ケーブルを敷設し、動力分電盤及び各負荷に接続する。変電所からの給電準

別添-1 
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備及び負荷までの電源系統の構築が完了後、給電再開の実施を判断し、給電を開始

する。訓練の際は、予備ケーブルの敷設手順及び関係各課との役割分担を確認する

とともに、予備ケーブルの敷設作業開始から給電開始までに要する時間を確認す

る。 

（2）総合訓練 

要素訓練の結果を踏まえて修正した手順書を用いて、施設内での火災発生時のシナリ

オに沿って、火災の感知・消火から代替策の実施に至るまでの一連の動作を確認すると

ともに、関係部署や消防班との協力体制について確認する。 

（3）想定 

運転員が常駐している制御室（TVF 制御室又は MP 制御室）から、当該区画への移動に最

も時間を要する区画（管理区域内、アンバー区域）における火災の発生を想定した。発災時

刻は、火災発生初期段階での対処にあたることができる要員が少ない夜間を想定した。火災

による被害として、設置されている機器からの油漏えい火災が発生し、重要な安全機能を担

う機器への給電ケーブルが焼損した場合を想定した。また、管理区域内であることから区画

内での放射性物質による汚染の可能性を考慮した。 

代替策の作業（予備ケーブルの敷設）は当該施設における火災の鎮火確認後に行うものと

し、その時の現場の状況（照明の有無、消火水による影響等）を可能な限り考慮することと

した。 

火災を想定する 
区画 

発災 
時刻 

想定する状況 

TVF 
廃気処理室 A011 

（アンバー区域）
夜間 

・潤滑油を内包する排風機の漏えい油火災

・排風機（G41K50）の給電ケーブル機能喪失

・放射性物質による汚染の可能性

・火災による煙の充満、照明の喪失等

HAW 
操作室 A421 

（アンバー区域）
夜間 

・潤滑油を内包する排風機の漏えい油火災

・排風機（272K463）の給電ケーブル機能喪失

・放射性物質による汚染の可能性

・火災による煙の充満、照明の喪失等

 総合訓練では、上記の想定シナリオに基づき火災の感知・消火から代替策の実施に至るま

での一連の動作を確認した。また、要素訓練では、上記の想定以外に非管理区域における火

災の発生についても想定して訓練を実施した。 
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（4）確認事項 

訓練における各要素（①火災の発生場所の特定、②初期消火活動、③予備ケーブル敷設用

資機材の準備、④予備ケーブルの敷設）における確認事項を表-1に示す。 

なお、HAW及び TVFにおいては、初期消火の確実性を高める観点から、初期消火用の資機

材として、既設の消火器に加えて各種消火器（粉末 ABC、高所用（強化液）、二酸化炭素）及

び消火活動用保護具（防火服、ヘルメット、耐火手袋）を追加で配備した。また、火災によ

る煙の影響を考慮し、消火活動における煙の影響を軽減するための資機材（可搬式排煙機、

サーモグラフィカメラ、空気呼吸器）を配備した。

内部火災対策として配備した初期消火用資機材の仕様等を表-2に示す。

3. 訓練結果

要素訓練において、火災発生時の初期消火対応から代替策に至るまでの対応を要素毎に

区切って、各要素での対応手順、資機材の使用方法、対応時間について確認するとともに改

善点を抽出した。 

総合訓練において、HAW及び TVFで火災が発生した場合のシナリオに基づき、初期消火対

応及び代替策に係る一連の作業について確認し有効性について評価した。 

TVFの訓練結果の概要を表-3に示す。 

HAWの訓練結果の概要を表-4に示す。 
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表-1 訓練での確認事項 

No. 訓 練 項 目 主な使用資機材 確 認 事 項 

① 火災の発生場所の特定 

・火災警報発報の確認

・通報連絡、設備の運転状況確認

・火災受信機の確認

・火災発生区画への移動、状況確認

・火災受信機

➢ 火災警報吹鳴時の初動対応

➢ 火災受信機の設置場所等

➢ 受信機の表示の見方

➢ アクセスルート及び移動に要する時間

② 初期消火活動 

・初期消火用資機材の確認

・資機材の運搬、準備

・初期消火

・保護具（防火服等）

・消火器、屋内消火栓

・可搬式排煙機

・サーモグラフィ

・空気呼吸器

➢ 初期消火に係る対応手順

➢ 初期消火用資機材の保管場所、使用方法

➢ 関係者間の連絡体制

➢ 初期消火に係る一連の動作の所要時間

➢ 自衛消防班との協力体制

➢ 鎮火後の現場確認

③ 
予備ケーブル敷設用資機材

の準備 

・作業員の招集（5 名以上）

・電気設備所掌課との通信連絡

・予備ケーブル敷設用資機材の確認

・資機材の運搬、準備

・予備ケーブル

・ドラムローラー

・ケーブルコロ

➢ ケーブル敷設に使用する資機材の保管場所、使用方法

➢ 資機材の運搬における注意点や所要時間

④ 予備ケーブルの敷設 

・電気設備所掌課との通信連絡

・設備の運転状況確認、給電対象選定

・予備ケーブルの敷設

・ケーブルの結線・解線作業

・負荷への給電操作

・予備ケーブル

・ドラムローラー

・ケーブルコロ

➢ 予備ケーブル敷設に係る対応手順

➢ 電気設備所掌課との連携

（ケーブルの結線・解線、給電操作）

➢ 給電対象とする負荷の状況確認

➢ ケーブルと各負荷の接続方法

➢ ケーブル敷設における注意点や所要時間
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表-3 TVF火災対策に係る訓練結果（総合訓練）[2/2] 

訓 練 項 目 確 認 事 項 確認結果 訓練状況 

予
備
ケ
ー
ブ
ル
敷
設
対
応
訓
練 

【予備ケーブル敷設用資機材の準備】 

 作業員の招集（5 名以上）

 電気設備所掌課との通信連絡

 予備ケーブル敷設用資機材の確認

 資機材の運搬、準備

➢ ケーブル敷設に使用する

資機材の保管場所、使用方

法

➢ 資機材の運搬における注

意点や所要時間

【予備ケーブルの敷設準備】 

➢ 鎮火後の現場の被害状況を確認した上で、作業手順書に従い、速やかに予備ケーブル敷

設用資機材の準備として、資機材保管場所からドラムローラ―の運搬・組立、ケーブルド

ラムの運搬を行うことができた。

 

【予備ケーブルの敷設】 

 電気設備所掌課との通信連絡

 設備の運転状況確認、給電対象選定

 予備ケーブルの敷設

 ケーブルの結線・解線作業

 負荷への給電操作

➢ 予備ケーブル敷設に係る

対応手順

➢ 電気設備所掌課との連携

（ケーブルの結線・解線、給電

操作）

➢ 給電対象とする負荷の状

況確認

➢ ケーブルと各負荷の接続

方法

➢ ケーブル敷設における注

意点や所要時間

【予備ケーブル敷設の対応】 

➢ ケーブルドラムから予備ケーブルを引き出し、分電盤（VFP1）から給電対象機器（G41K50）

まで予備ケーブルを速やかに敷設することができた。

➢ 予備ケーブルへの切替手順（解線・結線、停電・復電操作）について、施設管理課電気チ

ームと協力し確認することができた。

➢ 今回の訓練では、敷設作業者は 7 名で対応し、作業指示から予備ケーブル敷設完了まで

約 20 分であった。切替操作として、ケーブルの解線・結線、機器の起動等を考慮しても

2 時間以内には作業を完了できる見込みであることを確認した。

【電気設備所掌課との連携】 

➢ 予備ケーブル敷設にあたって、分電盤（VFP1）の設備所掌課である施設管理課電気チーム

との連絡をスムーズに行い、協力して作業にあたることができた。

➢ 第 11 受変電設備の設備所掌課である工務技術部との連絡を行い、状況を把握するともに

監視を依頼することができた。

 

現場被害状況確認 排風機の状況確認 ケーブルの状況確認

作業前打合せ・KY 資機材・作業エリアの確認 

ドラムローラーの組立 ドラムローラーの組立 ケーブルドラムの運搬 

ケーブル引き出し ケーブル敷設 ケーブル敷設

ケーブル敷設 ケーブル敷設 ケーブル敷設完了

分電盤（VFP1 の確認 切替手順の確認 

接続場所の確認 

（排風機） 
接続手順の確認 
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表-4 HAW火災対策に係る訓練結果（総合訓練）[1/2] 

訓 練 項 目 確 認 事 項 確認結果 訓練状況 

初
期
消
火
対
応
訓
練 

【火災の発生場所の特定】 

 火災警報発報の確認

 通報連絡、設備の運転状況確認

 火災受信機の確認

 火災発生区画への移動、状況確認

➢ 火災警報吹鳴時の初動対応

➢ 火災受信機の設置場所等

➢ 受信機の表示の見方

➢ アクセスルート及び移動に

要する時間

【火災警報吹鳴時の対応】 

➢ 火災警報吹鳴を受け、VV 員は速やかに HAW 制御室（G441）へ移動し、制御室の火災受信機

で火報が吹鳴した警戒区域㉑を確認し、当直長へ正確に連絡できることを確認した。

➢ VV 員は、当直長の指示に従い半面マスクを着用し、現場に急行できることを確認した。

（火災警報吹鳴から火災発生場所の特定まで約 3 分）

➢ 火災警報吹鳴時の初動対応（現場確認、通報連絡、当直長とのやり取り）については、問

題なく速やかに対応できることを確認した。

【初期消火活動】 

 初期消火用資機材の確認

 資機材の運搬、準備

 初期消火

➢ 初期消火に係る対応手順

➢ 初期消火用資機材の保管場

所、使用方法

➢ 関係者間の連絡体制

➢ 初期消火に係る一連の動作

の所要時間

【初期消火の対応】 

➢ VV 員は、追加配備した防火服（上下）、耐熱手袋等を装備して、隣接区域（A423、G449）

に配備している消火器を火災発生区域（A421）へ運搬し、速やかに初期消火ができること

を確認した（火災警報吹鳴から初期消火開始まで約 10 分、うち防火服等の着用に要した

時間は約 3 分）。

➢ 火災鎮圧後の再出火に備えて、近傍（G449）に設置されている屋内消火栓から消防ホース

を延伸し、ルート及び手順について確認することができた（屋内消火栓の準備に要した時

間は約 2 分）。

➢ 追加配備した消火用資機材（防火服等、消火器）を使用する際の VV 員の動線を確認した

結果、速やかに対応することができたことから配置場所が問題ないことを確認した。

 

HAW 制御室での 

火災受信機の確認 
MP 制御室から HAW 制御室への移動 

HAW の火災対策（代替策）に係る総合訓練 
・日時：令和 4 年 4 月 21 日 13:30～15：30
・主な実施場所：HAW（G441、G355、A421）、MP（中央制御室）
・訓練参加者：約 30 名
（当直長・補佐、化学処理施設課、放射線管理第 2 課、施設管理課、工務部運転

課、施設保全課、廃止措置推進室） 

防火服着装 防火服準備 消火器準備 初期消火 

消火栓準備 消火栓ホース延伸 

身体汚染検査 放管入室準備 汚染検査 

（スミヤ）
身体汚染検査 
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表-4 HAW火災対策に係る訓練結果（総合訓練）[2/2] 

訓 練 項 目 確 認 事 項 確認結果 訓練状況 

予
備
ケ
ー
ブ
ル
敷
設
対
応
訓
練 

【予備ケーブル敷設用資機材の準備】 

 作業員の招集（5 名以上）

 電気設備所掌課との通信連絡

 予備ケーブル敷設用資機材の確認

 資機材の運搬、準備

➢ ケーブル敷設に使用する

資機材の保管場所、使用方

法

➢ 資機材の運搬における注

意点や所要時間(30 分程

度)

【予備ケーブルの敷設準備】 

➢ 鎮火後の現場の被害状況を確認し、作業手順に従い、予備ケーブル敷設用資機材の準備

を、資機材保管場所から運搬、設置等を速やかに行えることを確認した。

➢ 資機材の運搬設置は約 5 分で準備できることを確認した。

【予備ケーブルの敷設】 

 電気設備所掌課との通信連絡

 設備の運転状況確認、給電対象選定

 予備ケーブルの敷設

 ケーブルの結線・解線作業

 負荷への給電操作

➢ 予備ケーブル敷設に係る

対応手順

➢ 電気設備所掌課との連携

（ケーブルの結線・解線、給電

操作）

➢ 給電対象とする負荷の状

況確認

➢ ケーブルと各負荷の接続

方法

➢ ケーブル敷設における注

意点や所要時間（2 時間程

度（参集時間 5 時間含ま

ず））

【予備ケーブル敷設の対応】 

➢ ケーブルドラムから予備ケーブル（約 150ｍ）を引き出し、負荷側(272Ｋ463）から、動

力分電盤(ＨＭ－１)まで速やかに敷設できることを確認した。

➢ ケーブル敷設準備からケーブル敷設完了まで約 16 分で完了することができ、ケーブルの

解線・結線、機器の起動等を考慮しても 2 時間以内に作業を完了できる見込みであるこ

とを確認した。

➢ 予備ケーブル敷設対応者は 6 名（うち 1 名現場責任者）で対応し、問題なく敷設完了で

きたことから人員数に問題ないことを確認した。

【電気設備所掌課との連携】 

➢ 動力分電盤(ＨＭ－１)の設備所掌課である施設管理課電気チームとの連絡を取り合い協

力して作業できることを確認した。

被害状況確認 排風機の状況確認 作業前打合せ 

資機材準備 ドラムローラ設置 排煙機設置 

ケーブルドラム設置 予備ケーブル敷設 

予備ケーブル敷設

（A421） 

予備ケーブル敷設

（G355） 
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4. 反省・意見

訓練後に訓練参加者及び訓練モニタによる反省会を行い、反省・意見を抽出するととも

に反省・意見を踏まえて、「作業性（時間短縮）」や「安全性」等の観点から、手順書や

資機材の見直し等の改善を図っていくこととした。 

訓練での主な反省・意見を踏まえた対応を表-5に示す。 

5. 評価

HAW及び TVFの火災対策に係る訓練について、訓練（要素訓練、総合訓練）を通じて評価

した結果を以下に示す。 

 初期消火対応について、廃止措置計画変更認可申請で示したタイムチャート（30分程

度）に対して、本訓練において火災警報吹鳴からおよそ 10 分以内で対応可能である

ことを確認した。

 予備ケーブルの敷設対応について、廃止措置計画変更認可申請で示したタイムチャー

ト（対応者の招集時間を除いて 2 時間程度）に対して、本訓練におい作業開始から予

備ケーブル敷設完了まで約 20 分で対応可能であり、切替操作として、ケーブルの解

線・結線、機器の起動等を考慮しても、2 時間以内には作業を完了できる見込みであ

ることを確認した。

 以上より、HAW及び TVF内で火災が発生した場合の初期消火対応及び火災によって重

要な安全機能に係る給電系統が損傷した場合の代替策による対応（予備ケーブルによ

る給電機能確保）について、現場における一連の動作が有効に機能することを確認で

きた。

 今回の訓練における反省・意見を踏まえて、作業手順書への反映等の改善を行った上

で課内規則として定める。また、今後、継続的に関係者に火災対策に係る教育・訓練

を実施し、火災発生時の対応能力の向上及び習熟を図っていく。

以 上 
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表-5 訓練における反省・意見と対応 [1/2] 

反省・意見 対応 

【初期消火対応】 

①対応手順に関する内容

 今回の訓練では、防火服等（上衣・ズボン、耐火手袋、ヘルメット）を全て着

装するのにそれなりの時間（3分程度）を要した。火災の状況（規模）によっ

ては、上衣及び手袋のみとすることで、より早く初期消火を実施できる。

 消火栓のホースを引き出す際は、一度全て伸ばす必要があるが、屋内消火栓

から対象機器までが近い場合や、屋内消火栓の設置区画が狭い場合は、伸ば

すのが難しいため注意が必要である。

 防火服等の装備については、火災の状況（規模）に応じて必要な装備（上衣、

耐熱手袋）とすることとし、手順書に記載する。（作業性）

 屋内消火栓からのホースの展開についての注意事項を手順書に記載する。

（安全性）

②資機材に関する内容

 初期消火対応時（2人での作業の場合）、ホースを持ってドアやコーナーを通

過することが難しい。

 冷凍機等のフロンガスを内包する機器については、火災時にガスが漏えいす

るおそれがあるため、別途対応が必要ではないか。

 作業員のうち 1 名は班長等との電話対応が主となり、初期消火対応が難しく

なる可能性がある。

 訓練では、消防班が化学消火用資材（泡消火薬剤、専用ノズル）を準備した

が、施設内で油火災が想定されるのであれば、予め消火用資材として施設内

に配備しておくのも良いかもしれない。

 火災現場の汚染状況を確認するための装備（タイベックスーツ等）について、

保管場所を明確に決めておくことで時間短縮が図れる。

 作業時にドアを開放できるよう当該ドアにドアストッパーを設置する。（安

全性）

 建家内は常時換気されていることから火災時にガスや煙が発生した場合に

おいても区画内に充満することはないと考えているが、万一に備え、可搬型

排風機や空気呼吸器を配備する。（安全性）

 作業をしながら通話ができるように PHS用イヤホン等のハンズフリー対応用

資材の拡充について検討する。（安全性）

 油火災については、現在配備している粉末 ABC消火器で対応可能であるが、

油の内包量等の状況を考慮し化学消火用資材の拡充について検討する。（作

業性）

 火災鎮圧後の現場状況を確認するための資材（タイベックスーツ等）につい

て保管場所を決めておく。（作業性）
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表-5 訓練における反省・意見と対応 [2/2] 

反省・意見 対応 

【予備ケーブル敷設対応】 

①対応手順に関する内容

 ドラムローラーの組み立ての際に参考にするマーキングについて、より直感

的に理解できるマーキングであると組立作業がスムーズである。

 作業手順書に「作業に使用する工具やラチェットのコマのサイズ」、「ドラ

ムローラ―を組み立てる際のロックピンの位置」、「ケーブルの向き」等の

情報が記載されているとより円滑に作業を実施できる。 

 ケーブルを引き出す際にドラムローラーを設置する場所等を分かりやすくし

た方が効率よく作業ができる。

 ケーブルを引き出す際に、ケーブルの残りが少なくなるとドラムが引っ張ら

れるため注意が必要である。

 階段でのケーブル敷設の際、踊り場の内側の手すりカド部との接触によりケ

ーブルを痛めるおそれがある。

 負荷側（モータ側）のケーブルの解線・結線作業について、安全・確実に実施

できるよう、端末処理方法の確認、教育・訓練の充実、有資格者（電気工事

士）の把握等を行っておくことが望ましい。

 分電盤へのケーブルの接続等の作業体制（役割分担）を明確にしておいた方

が良い。

 作業者がマーキングの位置を一目で理解できるよう手順書にマーキングの

写真を記載する。（作業性）

 手順書に「使用する工具のサイズ」、「ドラムローラのロックピンの位置」、

「ケーブルの向き」等の情報を記載する。（作業性）

 ケーブル引き出し時のドラムローラの設置場所（目安）を手順書に記載する。

また、詳細図等を敷設資材保管場所に配備することを検討する。（作業性）

 ケーブルドラムのケーブルの残りが少なくなった状態ではゆっくり引き出

すことを注意事項として手順書に記載する。（安全性）

 予備ケーブルはカド部に近接し過ぎないよう慎重に敷設することを注意事

項として手順書に記載する。また、カド部の養生等に対策を検討する。（安全

性）

 ケーブル結線時の端末処理方法に確認し、今後の教育・訓練において確認す

るとともに習熟を図る。（作業性）

 分電盤へのケーブル接続は、電気設備所掌課に協力依頼する手順となってい

ることから、手順書に明確に記載する。（安全性）

②資機材に関する内容

 管理区域内の床は滑りやすいので、ドラムローラ―の下に敷くゴムマットが

あると作業性及び安全性が向上する。

 既設のドアストッパーは滑りやすく、作業中にドアが閉まるおそれがある。

 予備ケーブル敷設作業時に使用する皮手袋等の保護具は、最低作業員数分（5

名分）を予め他の資機材（ドラムローラー等）と併せて現場に配備しておけ

ば、作業時間の短縮につながる。

 管理区域内でのドラムローラーの滑り止め用としてゴムマットを配備する。

（安全性）

 異なる形式のドアストッパーを設置する。また、作業中にドアが閉まるおそ

れがあることを注意事項として手順書に記載する。（安全性）

 現場の資機材保管場所に保護具（皮手袋）を追加で配備する。（作業性）
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～3日 ～10日 ～17日 ～24日 ～1日 ～8日 ～15日 ～22日 ～29日 ～5日 ～10日 ～19日 ～26日 ～2日 ～9日 ～16日 ～22日 ～30日

津波による
損傷の防止

事故対処

内部火災

溢水

その他
/工事進捗

令和4年8月2日
再処理廃止措置技術開発センター

東海再処理施設の廃止措置等に係る面談スケジュール(案)

ガラス固化処理の進捗状況等

○TVF保管能力増強に係る
一部補正

○その他の設工認・報告事項等
その他

6月

LWTFの計画変更
セメント固化設備及び
硝酸根分解設備の設置
等

○実証規模プラント試験の
試験計画について

○安全対策の基本方針
について

○実証プラント規模試験
装置設計結果

○津波対策方針

当面の工程の見直しについて

○HAW及びTVF溢水対策工事

安
全
対
策

保安規定変更

○安全対策工事の進捗

○TVF浸水防止扉の耐震補強

○事故対処設備の保管場所
の整備

○PCDF斜面補強

7月

廃止措置の状況

▽:面談 ◇:監視チーム会合

8月 9月

令和4年度

○高経年化技術評価
○設備更新・補修等の考え方

保全の方針

SF搬出

面談項目

工程洗浄

○代替措置の有効性
○HAW及びTVF内部火災対策

工事

廃止措置計画変更認可申請に係る事項

必要に応じて適宜説明

▼ 0

進捗状況を適宜報告

▼23

▼23

◆6

▼15

▼1 ▼15▼ 0

▼ 0 ▼15

▼15

▼23
(火災代替策訓練の報告)

▼6

▼23

▼23 ▼6

▼6 ▼20

▼20 ▽2

▽2 ▽17 ▽31 ▽14

必要に応じて適宜説明

必要に応じて適宜説明

進捗状況を適宜報告

▼6 ▼20

◇22

▼20

▽17

▽28

▽2
(性能維持施設の追加について)

▽2

◇22

▽2
(火災代替策訓練の報告)

▽2

◇22
(火災代替策訓練の報告)

◇22
(性能維持施設の追加について)

◇22▽17
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